
葬暑米斗4--1

ついて (1)

国際医療福祉大学

池田 俊也

医療経済評価 (Econ6mic Evaluttion)

■医療技術の「費用」と、それがもたらす健康

改善等の「効果」を算出

・ 複数の医療技術について、「費用対効果」

を比較を行うことが出来る

クチンの医療経済評価に

-1-



分析例 (1)ピロリ菌除菌

■胃潰瘍患者のピロリ菌の除菌を行うと、胃

潰瘍の再発が減る

→健康結果は改善

→再発時治療の減少により、医療費削減

分析例(2)進行がんの化学療法

・ 抗がん剤により、数週間の延命をはかるこ

とができる

→健康結果は改善

→医療費は増加
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米国技術評価局(1972-1995)

・ 約750件の研究を実施

し、議会に提言を行つた。

■インフルエンザワクチン

の費用対効果分析など、

医療分野の研究も含ま

れている。

cOST EFFE(ご「 IVENESS
OF INFLUENZA
VACCINATION

ワクチンの医療経済評価の考え方

費用は増加 ?減少 ?
健康結果は改善 ?悪化 ?
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どのような費用項目を含めるか ?

■医療費

◆保険診療の医療費

◆その他の医療費

■医療費以外の支出

◆患者や家族が負担する費用

◆国や自治体等が負担する費用

■生産性の損失

◆患者本人の体業口退職による生産性損失

◆家族等が看病口介護した場合の生産性損失

健康結果を何で測るか?

・ 罹患率

■5年生存率

・ 期待余命

■生活の質(QOL)スコア

■健康統合指標

◆質調整生存年(QALYs)

◆障害調整生存年(DALYs)

※障害や死亡などの健康結果をすべて金額に換算

して評価する方法を、「費用対便益分析」という。
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質調整生存年(QALYs)の考え方

ワクチン未接

種の場合の効

用値の変化

医療経済評価の手法

１
．
０
　
　
　
効
用
値

ワクチン接種
の場合の効用

値の変化

生存年数
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資料 4-2

ワタチンの1医療経済評価について(2)
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健康結果の数量化 ―健康続含指標
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健康統合指標の考え方

100

生存率 (%)

年齢

■

０

健康寿命 =A+f(B)

健康損失 =C+g(B)
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QALYと DALY

QALY:質調整生存年 (Qua‖ ty‐adjusted Lre Yea→

-1960年代に費用効果分析のために経済学者、心理学者らにより開発
―医療技術による健康の一単位の改善にどれだけ費用がかかるか

― QOLを「効用値 (u暫 :識y)」 として0(死 )から1(完全な健康)に数
値化     ■

´効用値は医療技術を,葦ける (た )人が決定

C
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費用対効果分析の概念図

羨病 X

健康負担

健康統合指標の計算手順の概略

1.健康状態の記述 :疫学モデルの作成
一 あらゆる状態を想定

一 変移確率の決定

I  Cost

nAAI‐■夕ltya,

健康負担減少分A

単位■|||七′減少健熊 担
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ワクチン
接種+

決定樹による疫学モデルの作成

免疫+
後遺障害十

免疫―

(感受性+)
後遺障害―

免疫+ 後遺障害+

感染+
後遺障害―

免輝一

て感受性+)

ワクチンの医療経済評価に必要なデータ

疫学モデル作成
一非接種者の疾患罹患率
一疾患罹患の後遺症の種類とその発生率および生命予後
一ワクチンの有効性と効果持続時間
一副反応の種類と発生率および生命予後

・ キ
il・

|
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ワクチンの医療経済評価を行う際の課題

・
支諺ず扉

'3薯

場こZ鶏翼聾躍婿高皐早
内データの整備状況

i埋鶏撃程警看惑琶醤藉足奮季

`事

奎レ言展電だ色秀
)に関する

|‐1章|‐事||‐|‐響甲キIIE「有‐警
(病時の保育費用等)

等
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感染症の発生動

資料 5-1

向調査 (サーベイランス)に

ついて

平成22年 5月 19日

厚生労働省 健康局 結核感染症課

説明事項

I 感染症の発生動向調査 (サーベイランス)について

1.患者発生サーベイランス

2.病原体サーベイランス

3.サーベイランス情報の公表

(参考)新型インフルエンザに係るサーベイランスについて

Ⅱ 感染症流行予測調査事業について
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I 感 染症 の発 生動 向調査 (サーベイランス )について

診断医療機関から保健所へ届出のあつ

庁、厚生労働省を結ぶオンラインシステ

子を行い、国民、医療関係者へ還元(提

警奨淫訟真2千姦異ず評望7乱ち

'有

効かつ的確な予防対策を図り、子様な

1.患者発生サーベイランス

(1)法第12条に基づく医師の届出(全数)76疾 患

○ 周囲への感染拡大防止を図ることが必要な場合

○ 発生数が希少な感染症のため、定点方式での正確な傾向把握が不可能

な場合

(2)法第14条に基づく指定届出機関(※ )の管理者の届出(定点)25疾患

○ 発生動向の把握が必要なもののうち、患者数が多数で全数を把握する

必要がない場合

※発生の状況の届出を担当させる病院及び診療所を都道府県が指定

全数届出疾患 づ

類型 患者 疑似症
無症状病原体

俣有者
届出時期 届出先 届出事項

―類感染症 ○
O

(法 第8条第 1項 )

0
(法 第 8条第 3項 )

直ちに 簑寄りの保健所

E経由して都道府

黒、政令市、特別
基ヘ

え名、年齢、性別その他厚

生労働省令で定める事項

で、個人が特定される情報

二類感染症 O
O

(法第8条第1項 )

(政 令で規定 )

0

三類感染症 O 0

四類感染症 ○ O

新型インフルエンザ

等感染症
O

0
(法第8条第2項 )

(正 当な理由のあるもの)

0

五類感染症 で

＞

０
齢
簾

O
(省 令で規定 )

7日 以内

弔肺、圧万りての把厚=ガ
動省令で定める事項で、燿
人が特定されない情報

※新感染症については、かかつていると疑われる者については直ちに届けでなければならない(該当疾病はなし)

定点届出疾患

類型 患者 疑似症
無症状病原体

保有者

死亡した者

(死体検案)

届出時期

(規則第7条 )

届出先 届出事項

二類感染症
0

(省令で規定 )

直ちに

竿齢、性別その他厚生努

動省令で定める事項

三類感染症
O

(省令で規定 )

直ちに
当該指定医療機

娼の所在地を管

暗する都道府県、
取令市、特別区四類感染症

O
(省令で規定 )

直ちに

五類感染症 で

＞

Ｏ
齢
競

0※ 1

(省令で規定 )

0
(省令で規定 )

O
(省 令で規定 )

(1:直ちに

しの他は、診断、検案した

ヨの属する理の翌還の月暉

ヨ(※ 2)

※ 2:ただし、性器クラミジア感染症、性器ヘルペスウイルス感染症、尖圭コンジローマ、淋菌感染症 、ペニシリン耐性肺炎球菌感築症、メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症、薬

剤耐性緑腹菌感染症については、診断した日の属する月の翌月の初 日に届出
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感染症、新型インフルエンザ

等感染症及び五類感染症 (全数把握対象疾患)の患者等を診断したE甑

○指定届出機関の管理者

当該医療機関の医師が五類感染症 (定点把握

対象疾患)の患者等を診断した場合

理     健     所

病原体情報の解析
}方感染症情報セ〕
・都道府県内等の

都  道  府  県  庁

畳王蔵彙雇研発所賓警薬彊繕報センター )

情

報

の
提

供

及

び

公
開

図中①:保健所を設置する市又は特別区が存在する場合

図中②:都道府県が直接保健所を設置している場合

(参考 1)

予防接種法 感染症法

疾病名 感染症類型 性格 主な対応・措置

(痘そう)

※発生及びまん延を予防

するため特に予防接種を
得ヽス車バふス疼結

一類感染症 感染力、罹患した場合

の重篤性等に基づく総

合的な観点からみた危

険性が極めて高い感染
爺

・原則入院
・消毒等の対物措置

ジフテリア

急性灰白髄炎

結核

二類感染症 感染力、罹患した場合

の重篤性等に基づく総

合的な観点からみた危

険性が高い感染症

・状況に応じて入院
・消毒等の対物措置

百日せき

麻 しん

風 しん

日本脳炎

破傷風

インフルエンザ

三類感染症 感染症発生動向調査を

行い、その結果等に基

づいて必要な情報を一

般国民や医療関係者に

提供・公開していくこ

とによつて、発生・拡

大を防止すべき感染症

・感染症発生状況の収集、

分析 とその結果の公開、

提供
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(参考2)型旦Q理担整主生土墨笏幽量2擁毅盤塞避型匿塑巨量聾望基準華並

2.病原体サーベイランスについて

患者発生サーベイランスで報告された患者に由来する検体から病原体を分離ロ

同定し、病原体の動向を監視するもの。感染症発生動向調査事業(予算事業)とし

て実施。

o全数把握の疾病
口医師から患者発生届出を受けた保健所は、必要に応じて、病原体検査のため

の検体及び病原体情報について地方衛生研究所への提供依頼を行う。

・診断した医師は、協力可能な範囲において地方衛生研究所に検体を送付する。

○定点把握の疾病
口都道府県は、病原体の分離等の検査情報を収集するため、患者定点として選定

された医療機関の中から病原体定点を選定する。
口選定された医療機関は、検体を採取し地方衛生研究所に送付する。

※地方衛生研究所は、患者が一類感染症と診断されている場合、都道府県域を

超えて集団発生があつた場合等は、検体を国立感染症研究所に送付する
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国立感染症研究所に設置された感染症情報センターは、患者情報及び病原体情報

を集計し、分析評価を加えた全国情報を、週報及び月報等として作成して、都道府県等

の本庁に提供するとともに、国立感染症研究所ホームページで一般に公表している。

衛生週報
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Ⅲ 五 型 企 型 上 二 4主 壺 五 上 量 立 匝 ユ 型 墓 整 【

流行初期の患者の全数届出報告 (※ ) (法 )

集団発生サーベイランス (※ ) (通 )

(医療機関、社会福祉~~            (通
)学校サーベイランス

(保育所、幼稚園、イ、・中・高等学校の学校体業等の調査)_

入院、重症及び死亡者サーベイランス (※ )(各医療機関から報告) (通 )

ウイルスサーベイランス (500定点医療機関から提供の患者検体を対象)(通 )

今次新型インフルエンザ対応で新たに導入 したサーベイランス

法律に基づくもの

通知に基づくもの

※
法
通

1患者発生ザーベイランス  (5000定点医療機関からの患者発生報告)(法 )

発生動向の

■ 1響ず謂‐11Jイ
ンフ レエンザ関連死亡者 鯉 過死つ の迅速把握 (流行期 J9大都市0

(通 )

導|■■‖鷹
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3500

2000

15,00

平成21～ 22年 週別発生状況

△
魔行入り

資料 :感染症発生動向調査 (全国およそ5K100の 定点医療機関 (′ 1ヽ児科およそ3000、 内科およそ2000)か らの報告 )

ヽ

Ⅱ 感染症流行予測調査事業について

集団免疫の現状及び病原体の検索等の調査を行い、各種疫学資料と併せて検討し、予防接

種事業の効果的な運用を図り、さらに長期的視野に立ち総合的に疾病の流行を予測するもの。

O感 受性調査

流行期前の一時点における対象疾患の抗体の保有状況について、年齢、地域等の別に把握する。

【対象疾病】ポリオ、インフルエンザ、日本脳炎、風疹、麻疹、百日咳、ジフテリア、破傷風

0感 染源調査
1 定点調査:病原体の潜伏状況及び潜在流行を知る

2患者調査:患者について、診断の確認を行うために病原学的及び免疫血清学的検査を行つて、病

原体の種類と感染源の存在を知る

【対象疾病】ポリオ、インフルエンザ、日本脳炎

Oそ の他の疫学調査

過去の患者、死者発生の統計資料により、地域、年齢、季節等の疫学的現象を知り、流行事例について

の疫学的分析を行う。(全疾病)

<調査の流れ >
厚生労働省及び国立感染症研究所が都道府県に被験者の選定及び検体の採取等を依頼し、地方衛生

研究所が検査を行う。検査結果は国立感染症研究所に報告され、血清の保管・検査、検査結果の解析が

行われる。

<結果の公表について>
国立感染研究所が地域、年齢、予防接種歴などさまざまな角度から解析を行い、毎年報告書を発行。ま

た、インフルエンザや日本脳炎については国立感染症研究所感染症情報センターのホームページで速報を

公開。
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料 5-2

ワクチンで予防できる疾患に関するサ,ベイランスの課題

*サーベイランスは感染症対策、公衆衛生試作の基本的データーである

患者発生動向調査    対象 :感染症法疾患  IASR Vol.29 No.72008の参考治療に

ある届出疾病一覧表

病原体サーベイランス     同上

血清疫学調査      予防接種法対象疾患のみ、

予算事業として行つているため小規模であり予算的に不安定、

検査に対して法的な根拠がない

海外ではサーベイランス疾患の類型として 「予防接種予防疾患」にカテゴリ‐を持ってい

る国もある

今回議論となつている疾患のうちの

ムンプス   小児科定点 (成人例は不明、重症例は不明、血清疫学なし)Vol.24(5)2003

水痘     同上 Vo125(12)2004

HB      5類 全数 (新生児 HBは不詳、血清疫学なし)Vol.270),2002

Hib      感染症法対象疾患ではない (基幹病院定点から細菌性髄膜炎としてのみ、

血清疫学なし)Vol.31(4),2010

肺炎球菌    同上 Vol.23(2),2002

HPv      子官けい癌 (感染症ではないという考え)な し

尖型コンジローマ (5類 STD定点)Vo129(9),2008

ポリオCPV9  2類 (根絶監視が目的であるため)Vol.30(7),2009

百日咳     小児科定点 (成人例は不明、血清疫学調査有り)Vol.29(3),2008

*麻疹     排除 eliminationが 国の日標であるにもかかわらず (大臣告示)5類全

数であるため検査が確実に行われず、症例の確認が出来ない。 Vol.31(2),2010

排除の確認はわが国では不可能であり、国際標準からはずれる

*風疹も同様 Vol.27(0,2006

*ジフテリア 2類感染症、血清疫学有り Vol.27(12),2006

*破傷風 5類全数把握、血清疫学有り Vol.30(3),2009

*日 本脳炎 4類全数把握 血清疫学有り、ブタ調査有り Vol.30(6),2009

*結核   2類 全数把握、血清疫学なし Vol.27(10),2006.
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表 1.感 染症法
将農ぶ

く届 出疾病 (2008年 5月 12日 ―一部改正施行 )

症発生動向調査実施要綱」による)

全数把握の対象

エボラ出血熱*、 クリミア・コンゴ出血熱*、 痘そう*、 南米出血熱*、 ペス ト*、 マールブルグ病*、 ラッサ熱*

(病原体がコロナウイルス属SARSコ ロナウイルス
急性灰白髄炎*、 結核*、

であるものに限る)*、

ジフテリア*、 重症急性呼吸器症候群

鳥インフルエンザ (H5Nl)*

Lレ ラ*、 細菌柱赤痢*、 腸管出血性大腸菌盛墾 腸チフス*、 パラチフス*

醸澤顧百て診断後直ちに届出)

E型肝炎*、 ウエストナィャ熱

`ウ

エストナイル脳炎を含む)*、 A響肝炎、
、こ

キ
4ア ここ彙琴ゝず蓄ン

ヽ

リフ トバ レー熱*、 類鼻遺*、 レジオネラ症*、 レプ トスピラ症*、 ロッキー山紅斑熱*

頁感染症 (全数)(診断から7日 以四に油

“

ノ

アメーバ赤痢*、 ウイルス性肝炎 (E型肝炎スびA型F本をぃく≧、急性脳炎 (ウ エス トナイル脳炎、

台命う瑞褒1｀ 鷹斯i麒 |ノ資訂蟄奪翼勢条i、

蒻 鶴墓r纏讚ろeL慾下じグ
逸

農模慕よ1月考鰐 産`護契響征髄膜炎ヽ先天性風しん症候群ヽ梅
耐性黄色ブ ドウ球菌感染症*、 バンコマイシン耐性腸球菌感染症*、 風しん*、 麻 しん*

インフルエン

新型インフルエンザ* 再興型インフルエンザ*

2.定点把握の対象

3. t>74 2:z77Al:45 的疫学 査結果の報 の対象

*は病原体サーベイランスの対象となる疾病

躙
鍮

=自
げハチ

“
基樹綸諧二Ⅲ

“

五類感染症 (定点)

インフルエンザ定点 (週単位で報告):イ ンフルエンザ (鳥インフルエンザおよび新型インフルエンザ等

感染症を除 く)*

小児科定点 (週単位で報告):RSウ イルス感染症、咽頭結膜熱*、 A群溶血性 レンサ球菌咽頭炎*、

感染性胃腸炎*、 水痘、手足口病*、 伝染性紅斑、突発性発しん、百日咳*、 ヘルパンギーナ*、 流行性耳下腺炎*

眼科定点 (週単位で報告):急性出血性結膜炎*、 流行性角結膜炎*

染症定点 (月 単位で報告):性器クラミジア感染症、性器ヘルペスウイルス感染症、尖圭コンジローマ、

淋菌感染症

基幹定点 (週単位で報告):ク ラミジア肺炎 (オ ウム病を除く)、 細菌性髄膜炎 (髄膜炎菌性髄膜炎を除く)*、

マイコプラズマ肺炎、無菌性髄膜炎*

基幹定点 (月 単位で報告):ペニシリン耐性肺炎球菌感染症、メチシリン耐性黄色ブ ドウ球菌感染症、

薬剤耐性緑膿菌感染症

法第 14条第 1項に規定する厚生労働省令で定める疑似症

:摂氏 38度以上の発熱及び呼吸器症状 (明 らかな外傷
疑似症定点 (診断後直ちに報告、オンライン報告可)

又は器質的疾患に起因すうものを除く)、 発熱及び発疹又は水疱

鳥インフルエンザ (H5Nl)

-2-
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遺症を残す。飛沐感染,ま たは唾液との直接

接触により感染する。潜伏期は通常16～ 18日 間で,発

症数日前から耳下眼腫llEが消失するまでの間は感染性

を有する。不顕性感染も多 く,患者だけでなく不顕性

感染者もウイルスを排泄し,感染源となりうる。

耳下腺睡脹があれば,診 iiiIが容易であるため,ウ イ

ルス分離検査が行われることは少ない。しかし,耳下

腺腫脹を来たさずに無菌性髄膜炎を発症することもあ

り=エ ンテロウイルスなど他の病原体との艦別のため
,

血清診断やウイルス分離が必要とされる。

流行性耳下腺炎患者 :図 1に感染症発生動向調査に

よる小児科定点からの流行性耳下腺炎患者報告数を示

す。これまで1982～ 83,1985～ 86,1988～ 89年 と3～

4年月期で流行がみられていたが,1989年 4月 から定

期接種として麻しんワクチンの代わりに解 しん・おた

ふくかぜ・風しん混合 (measles・ mul■lps・ rubella:

MMR)ワ クチンを選択することが可能 となり〕1990

園2 流行性革丁縦炎患僣の年鈴分布,1913～ 200211

o■     _●l     l・D     い     リ

Vol.24 No.5(No.279)

2003年 5月発行

鰯 局 感染ワ「感染症情報セ ンター
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“
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Td 03(5235)111l Fa、

“

(5285)i177
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年～1993年 前半までは定点当たり患者報告数 1.0未満

の低価で推移した。しかし,MMRワ クチンは接種後

の無菌性髄膜炎の多発により1993年 4月 に接年が中

止された (本月報 Vol.15,No_9参 照)。 その後,1993

年後半～1991年 ,1996～ 98年 と再び流行がみられキが t

2.0を超える大きな流行とはならなかつた。2000年後半

より患者数が増加 し,2001年第23週をビークに2.0を

超える大きな流行 となり,2002年 前半まで 1.0以 _Lで

推移 した。2002年第35週以降,2003年第 13過現在まで

は1.0未満で推移している。定点医療機関からの年間

患者報告数は,2000年 132,877人 (定点当たり44.62),

2001年 254,711人 (8437),2002年 1321663人 (FDO.32)で

ある。厚生労働省研究班によれば,全国での罹態者の

推計は2000年 117万人 (95%信頼区間 :111～ 124万人),

2001年 226万 人 (215～ 236万人)と されている [永井

正規 r感染症発生動向調査に基づ く流行の警報・注意

報おょび全国年間罹患数の推計～その 3-(平 成 15

年 3月 )1`平成 14年度厚生科学研究,主任研究者 :脚

圏3.年
=椰

遊「it鮮 )'渡{111耳下操炎懇青発生状況,

20110～ 1002年

口  0'～
自 000-
gO。 (,‐ .

国 蛉 。～

■ 1"0~

憾 簗奮発生動向熙傲 節 01年 1■ 31日■任籠を数)

(2ページにつづ く)
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「

厚生芳機輩食品係縫部,検隻所,感染性腸炎研究奎。

<特集>流行性耳下腺炎 (おたふくかぜ)1993～ 2002年

流行性耳下腺炎は,′
くラミクソウイメレス科  図1 流行性耳F難炎患者繊着数の推移.1982年第1理～1003年■13避

のムンプスウイルスによる感染症で,耳下呼 :3i:L   11   1
部のびまん性腫脹 (両側あるいは一側),疼 11
痛,発熱を主症状とし,小児期に好発する̀  愚:`

予後は一般に良好であるが,11額撃撒 淮炎: 1.:

戴兵.轟え
′
冨IL~晃石為1症を311・二
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図■.ム ンプスウイルス検出報告数のlf_移 )1993～ 2002年

(痢原微生物検出情報 :2003年 3月 25日 現iF報告数)

2(104)病原微生物検出情報 Vdi24 No.5(2003.5)

(特集つづき)

Elその色

匿ヨ鷺播性髄豪ノ
'目 湾行健耳

=路
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ウ
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ル

■
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嘉
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4'10117101 7 10 171011
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年

1994    1'05 1990

部信彦].

報告患者の年齢は (11ベ ージ図 2),1993年 から 2,

3,4歳の各年齢が若干増加 し (本月報 V。 1・ 15:｀。.9

参照),1996年以降は 4歳以下の占める割合が45～ 47

%と ,大きく変わつていない。 0歳は少なく,年難 と

ともに増加し4厳が最も多い。続いて 5蒸 ,3成の順

に多く,3～ 6歳で約60%考 占めている。

地域別患者報告数は,1964年流行時は九州 。沖縄地

方で多 く,1996～98年の流行で :ま ,1996年 に北海道 ,

東海・北陸地方で,1997年 には31き 続き東海・北睦地

方と九州 。沖縄地方へと広がり,1998年 は東北′中圏・

四国地方へと広がつた,2000～ 2002年 の訪1行 では

(前夫―ジ図 3),2000年 はtiJll熙 ,熊本県で多く,2001

年には九州全域 と沖縄県,北陸 “信越地方を中心に増

加し,福井県 (222.27)、 石lll曝 (213.00)で 特に多かつ

た。2002年 には東北地方で増加がみられた。

ムンプスウイルス検出数 :1993年 1月 t2002年 12月

の地方衛生研究所からのムンプスウイルス検出報告は

1,728例 であつた (2003年 3月 25日現在報告数)。 ワ

クチン関連例49を 除 く1,679例 の診断名男1月 別検ξ機数

を図 4に示 した。臨床診断名は流行性耳下糠炎が

778例 ,無菌性髄饒炎が549例であつた。無薗性髄膜炎

患者からのムンプスウイルス検出数をみるとt1999,

2000年 にそれぞれ34,56件報告され,2001年 は110件

に増加した。200211は 71件の報告であつたo2(〕02年

は前年に比べ流行性耳下腺炎患者からの検出が増力
"し

ている。1)679例の検出材料は,咽頭ぬぐい液1,086,髄

液620,尿 6,薫便 3)喀瑛 1で ,咽頭ぬぐい液からの

検出が過半数を占めていた (異なる材料から重複して

検出された例を合む)。 診断名別にみると,洒E行性耳

下腺炎例では咽頭ぬぐい液729,瞳液83な ど,無蘭性

髄膜炎では髄液455,p園撃ぬぐい液119な どで,臨床診

断名により材料は大きく異なっていたo

おたふくかぜワクチン :日 本では1981年から任意接

種として開始された。当初用いられていた占部株が無

菌性髄膜炎の多発により使用されなくなり,現在 :ま 鳥

居:塁野,富原株が使用されている。抗体賜転率は90

～98%で ある (本号 3ペ ージ参照)。 ワクチン接糧後

無菌性髄腹炎の合併は現在わ力r国では 2～ 12万人に 1

人であるが,ム ンプスウイルス自然感染時の髄膜炎合

“
ワクチン機理

'1を

称く

徴生物検出情報 :2003年 3月 25日 現iF報告数)

Oi率は約4～ 6%であり,髄膜脳炎の合併も認められ

るぃ米国では,自然感染による髄餓 炎はワタチン導

入によりその報告は稀となっている。また,喜多村ら

の2001年全国調査によると,自 然感染に合併する急性

高度難聴は年間推予[650名 (95%信頼区間 :540～ 760)

であり (本号 5ペ ージ参照),日村は両側性高度感音

性難聴を合併し1人三二中耳挿入術を必要 とした症frllを

報告している (本号 5ペ ージ参照)。 多 くの難聴例が

改善困難であることから,早急なワクチン接種率の向

上が望まれる。わが国のおたふくかぜワクチン生産量

は,当初 より年間約40万人分であり,麻 しんワクチン

定期接種時にMMRワ クチンの選択が可能になつた

1989～ 1993年 も生産量は等わらず,1997～ 2000年は40

～50万人分が生産されている。麻しんワクチンの生

産量が年間約140万人分であることから,約 1/3っ接

種率であることが予想される。平岩 らによると,戸田

市の 3歳児健診時ワクチン実施率は30%前後である

(本号 4ベージ参照)。 感染症流行予測調査によると定

期接種時の MMRワ クチン選択率は約20～30%であ

り,19錦～1998年 の接種率は現在の約 2倍弱であつた

ことが推定される。MMRワ クチン接極世代が流行

の中心年齢であつた1990年代の患者数は前後の時期

に比 して少なく,ワ クチン接種率の上昇が流行抑制に

貢献していたと考えられる。

ムンプスウイルスの変異 :2000～2002年に自然感染

患者から分離されたムンプスウイルス株は1989年 以

前の国内分離権 とは別の遺伝子亜型であり,抗原性が

変わりつつある。しかし,ワ クチン株 と2002年に分離

された株間に中和抗原の違い:ま なく (本号 7ペ ージ参

照),流行株の抗原性の変興は起こつていろが,現行

のワクチン株で現在の流行株の感染予防は可能である

と考えられている (本号 3ベ ージ参照)。 このような

遺伝子亜型の入れ替わりは世界規模で起きているため,

今後も調査継続が必要である。

現在のヮクチン接種率は MN/1Rワ クチン導入前と

同等であることが予想され,霧び MMRワ クチン導

入前の流行状況に適戻 りすることも予想される。流行

性耳下腺炎は一般的に予後良好であるが,無薗性髄農

炎合併率の高き,高度難聴合併例を考えると,ワ クチ

ンによる予賄力r早急に必要な疾患である。

ぎ

、
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<特集>水痘 1982～2004

水疸―帯状疱疹ウイルス (VZV)は ,ヘルペスウイ

ルス科α亜科に属する.DNAウ イルスで初感染時に水

痘として高率に発症する。その後,終生その宿主の知

覚神経節に潜伏感染し,免疫抑制状態あるいは高齢化

に伴つて再活性化し帯状疱疹を発症する。水痘は通常 ,

小児期に好発する予後良好な疾患であるが,細菌の二

次感染 (敗血症を合む),髄膜脳炎,小脳失調,肺炎 ,

肝炎などの合併症がある。成人あるいは妊婦が発症す

ると重症となる場合が多い。有効な抗ウイルス薬が開

発され予後は改善したものの,現在においても免疫抑

制状態下に発症すると時に致死的である。感染力は極

めて強 く,飛沫,空気,接触で運ばれたウイルスは上

気道から侵入し,ウ イルス血症を経て,約 2週間の潜

伏期の後,躯幹を中心に全身に皮疹が出現する。皮疹

は紅斑から丘疹,水疱へと急速に進展し,そ の後癒皮

化する。急性期にはこれらす人ての段階の皮疹が混在

することが特徴であり,すべての皮疹が痴皮化するま

で感染力を有する。特徴的な皮疹により診断が容易で

あるため,ウ イルス分離検査が行われることは少ない

が,免疫抑制状態あるいは成人で発症 した場合は通常

の経過 とは異なる病態をとる場合があり,ウ イルス分

離を合めた病原体診断が必要である。

水痘患者発生状況 :図 1に感染症発生動向調査によ

る小児科定点あたりの水痘患者報告数を示す。1988年

図 2.水疸患者の年齢分布,1982～ 2003年 (感 染屁発生動向調査)..

曰 1.水疸患者報告数の推移 .1982年第1週～2004年簾49週
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以降わずかながら患者数の減少が認められたが,2000

年275,036人 (定点当たり92.36人 ),2001年 271,409人

(39.90人 ),2002年263,308人 (86.73人 ),2003年 250,561

人 (82.39人 ),20∝年第 1～49週現在220,543人 (72.59

人)で毎年ほぼ一定である。

報告患者の年齢は (図 2),過去20年間いずれの年も

10歳未満が95%以上を占める。 5～ 9歳の割合が徐々

に減少し,1～ 4歳の割合が増加 していたが,1995年

以降はほぼ一定で,最近は5歳以下が約90%を 占める,

o歳 は過去20年間約10%弱でほぼ一定の割合である。

年齢Bllで は 1歳～ 4歳まではほぼ同率で,0歳と5歳

はそれよりやや少ない。

図 3に 小児人口 (0～ 9歳)と 水痘および客発性発

疹の定点あたり患者報告数を示した。突発性発疹の患

者発生率は年度変化がなくほぼ一定で,季節的な変動

もないことから,比較対照疾患として感染症発生動向

調査開始時点から調査対象に加えられている。小児人

口の減少に伴い1突発性発疹の患者報告数は減少して

目3.小児入0(9繊以下)と水壼および突発性発疹患者報告数の推移,

1982-2003年
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韓国,カ ナダ,オ ーストラリア,フ インランドなどが

あり (本号13ページ参照),定期接種を導入した国に

ぉぃては,水痘罹患例のみならず,入院例の著明な減

少,水痘関連の医療費,死亡率の低下が認められてい

る (本号5ベージ参照)。 一方,わが国の水痘ワクチ

ン生産量は表 1に示すとおり,1987年 に任意接種とし

て 1歳以上にワクチンが導入された当初より年間約

20～ 30万人分であり,麻疹ワクチン生産量の約1/4で

ある。接種率は25～30%程度と考えられる (本号 5

ページ参照)。

現在の問題点 :堺市と金沢市での調査では,保育園

児における接種率は7.6～ 13%程度と低 く,ひ とたび

集国内で患者が出ると,ワ クチン接種を受ける年齢に

達していない0歳児クラスを含めた大規模な園内流行

に繋がつている (本号 7～ 10ベージ参照)。 保育園欠

席の平均日数は約 1週間,保護者が仕事を休んで看護

にあたることによる負担が示されている (本号 9ペー

ジ参照)。 島根県出雲市での調査に基づくと,直接医

療費と家族看護に関する費用の総額 (疾病負担)は ,

日本全体の年間患者数を34万人とすると,全国でおよ

そ439億円と推定され,2003年度の麻疹に係る疾病負

担の約 5倍であつた (本号14ページ参照)。 疾病負担

の約 8割は家族看護の費用であるが,こ れらを合めた

罹患に伴う費用/予防接種に関する費用の比率は,平

均4.4～ 5.9と 高い数値を示している (本号14ページ参

照).水痘患者の院内発生は毎年起こつており,成人

の抗体保有率は約95%と 高いが (本号11ページ参照),

医療従事者が感受性者である場合の影響は大きい。院

内発生時の感染対策に要する労力と費用,免疫不全者

に二次感染が起こつた場合の影響を考えると,医療従

事者に対するワクチン接種も重要である (本号11ペー

ジ参照)。｀
今後の対策 :現在のわが国におけるワクチン接種率

は流行を抑制するには不十分であり,全国約3,000の小

児科定点からの患者報告だけでも毎年20万人を超え

ている。既に定期接種に導入されている国々において

重症例の著明な減少が報告されていることに加え,今

年,米国と欧州の研究者の組織 Euro Varで も欧州に

おける定期接種化にむけた合意がまとまったことは,

今後わが国の対策を考える上でも重要と考える。医療

経済学的効果も示されており,現在の流行規模の大き

さ,重症例の実態を考慮すると,ワ クチン接種率を上

昇させることが必要である。しかし,接種率が不十分

であると患者年齢の上昇に繋がるため,高い接種率を

達成する必要がある。移植医療の進歩に伴い免疫抑制

剤投与中の患者が増加し,腎疾患や自己免疫疾患等の

治療にステロイド剤の投与を受けている患者も少なく

ない。基礎疾患のためにワクチンを受けることができ

ない者の水痘罹患予防には,流行そのものを抑制する

以外方法はなく:ワ クチン接種率の向上が求められる。
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いたが,1999年 の感染症法施行以降,定点を小児科中

心あ医療機関に変更したことから,わずかながら患者

報告数の増加が認められる。水痘は年別に患者報告数

の増減はあるものの,突発性発疹と同様に小児人口の

減少とともに患者報告数は減少傾向にあり,感染症法

施行以降に患者報告数が増加している。また,水痘は

毎年,突発性発疹の約 2倍の患者数が報告されている。|

週別患者報告数は,毎年,第 25週頃から減少し,第

36～ 38週頃が最も少なく,第45週頃から増加するとしさ

う一定の傾向が認められる。地域別にみると (3ペー

ジ図4),北海道 `東北・北陸では2峰性の流行パター

ンを示すのに対し,関東以南の地域においては,ピー

クがはっきりしないなあるいは1雌の流行パターン

を示したo九州・沖縄では 1峰性でかつ患者が多い時

期 と少ない時期の報告数の差が他の地域に比して大き

かった。

vzV検出数 :1982年 1月 ～2004年 10月 の地方衛生

研究所 (地研)からの VZV検出報告は737例であつ

た (2004年 10月 25日現在報告数)。 水痘は病原体サー

ベイランスの対象になっていないため,地研からの報

告は研究 レベルでの検査による。水痘ワクチン導入前

は年間50～ 100前後の分離報告があつたが,そ の後減

少し,最近では年間 6～ 11例にとどまつており,検出

方法もPCRが ほとんどである。

水痘ワクチン :世界に先駆けて高橋らによつて開発

された岡株水痘ワクチンは (本号 3ベージ参照),世

界保健機関 (WHO)に よつて安全性,有効性 ともに

もつとも望ましい水痘ワクチンであると認められ,多

くの国で 1歳以上の小児に接種されている (本号 13

ベージ参照)。 自然罹患の水痘を予防することはその

後の帯状疱疹の発生率を減少させることが予想される。

さらに2004年 にワクチンの適用が拡大され,水痘特異

的細胞性免疫を高めることにより,高齢者の帯状疱疹

の予防に用いることも期待されている。ワクチン 1回

接種後の抗体陽転率は,健康小児で95%以上)自 血病

患児で90%以上と高 く,水痘ワクチンの有効率につい

ては,軽症まで合めると80～85%,中等度および重症

者でみると95～100%と されている (本号 3●―ジ参

照)。 接種後の副反応は,ゼラチンが含有されていた

頃はアレルギー反応が散見されたが,除去後は極めて

稀である。免疫不全者に接種 した場合,接種 2～ 3週

間後に水疱が出現する場合がある。すべての子供に予

防接種を推奨している国は,2004年時点で米国以外に

G

○
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<特集>B型肝炎 2006年 7月現在

図1.診断月別l急性B型肝炎患者報告数,2002年 1月 ～2006年7月
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B型肝炎は,ヘパ ドナウイルス科 (Httαど屁αυJ減ねa)

に属するB型肝炎ウイルス (HBV)の感染に起因す

る。Ё型肝炎には,初感染によって発症 した急性肝炎 ,

HBV持続感染者から発症 した急性増悪,ま た慢性肝

炎などがある。持続感染者のうち10～ 15%が慢性肝

疾患 (慢性肝炎,肝硬変
`肝

癌)を発症する.成人で

の初感染の場合,多 くは一過性の感染で自覚症状がな

いまま治癒 し,20～30%の感染者が急性肝炎を発症す

る。この場合,稀に劇症化する場合がある.HBVは ,

主として HBV感染者の血液を介して感染する。また

精液などの体液を介して感染することもある。

現在,HBVは 8種類の遺伝子型 (A～H型)に分類

されているが,こ の選伝子型には地域特異性があるこ

と,ま た慢性化率など臨床経過に違いがあることが知

られている。欧米型であり,他に比べ慢性化しやすい

遺伝子型 Aの感染者が近年わが国でも増加 している

ことは注視すべき傾向である (本号 3ベージ&7ペー

ジ参照)。

2003年 H月 の感染症法の改正に伴い,急性 B型肝

炎は,感染症発生動向調査における全数把握の 5類感

染症である「ウイルス性肝炎 (E型肝炎及びA型肝

炎を除 く)」 に分類された。診断した医師は,7日 以

内の届出が義務付けられている。2006年 4月 に,届出

基準と届出票が改正されている (http:〃 www.mhlw.

推定感染地
E〕 不明

%国外

■ 曰内

2004

I 4 7Fl
I

a)O6 +
(感染症発生動向調査 :2006年8月 ‖日現在報告飲)

gO.jp/bunya/kenkOu/kekkaku‐ kansenshou l 1/01‐

05‐02.html参 照)。 HBV感染の一次スクリーニング

法としてはHBs抗原の検出が広 く用いられている.

HBs抗原測定法には,凝集法,イ ムノクロマト法,EIA

(Enzymelmmuno Assay)/CLIA(Chemiluminescelt

lmmuno Assay)/CLEIAIChemiluminescent Enzyme

lmmuno Assay)法があるが,測定原理の違いにより

検出感度が異なることから,検査目的に応した検査方

法および試薬を選択することが必要である (本号 5ペー

ジ参照)。

年別および月別発生状況 :2002年 以降,急性 B型肝

炎と診断され報告された患者数は,2002年 333例,2003

年244例 ,2004年 243例 !2005年 208例 ,2006年 1～ 7

月107例である。1999年は約500例 ,2000年 は約400例 :

2001年 は約300例 であり (lASR 23:163-164,2002

参照),2003年 まで減少傾向が認められたが,それ以

降はほぼ横ばいに転じている。月別の報告数に一定の

傾向は認められず,季節変動は大きくない (図 1)。

推定感染地 :2002年～2006年 7月 に診断された1,135

例のうち国内感染例が983例 (87%)であり,各年と

も大多数は国内感染例である。国外感染例も85例 (7

%)報告されている (図 1).

2006年 4月 改正前の患者届出票では国内の感染地

域は報告されていないため,国内例の都道府県別報告

(2ペ ージにつづく)
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図 2.急性B型肝炎患者の都道府県別報告状況 , 20028-20o6+

図3.急性B型

「

炎患者の性別年齢分布,

「
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は 染症発生動向四査:2006年 8月 11日 現在報告欧)

図4.献血におけるHBVスクリーニング賜性率。1990～2005年
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さらなる輸血後肝炎対策として,1999年 よりHBV,C

型肝炎ウイルス (HCV),ヒ ト免疫不全ウイルス (HIV)

に対する核酸増幅検査 (NAT)が実施され,輸血に

よるこれらのウイルス感染の報告は大きく減少した

(本号 7ページ参照)。

慢性肝炎も含む総合的な肝炎対策 としては,厚生労

働省が2005年 3月 に設置した「C型肝炎対策等に関す

る専門家会議Jの報告書 (htt,〃 WWW.mhlW・ go.ip/

houdou/2005/08/d1/h0802-2b.pdf参照)を踏まえ,

C型肝炎とともにB型肝炎についても,1)肝炎ウイ

ルス検査等の実施,検査体制の強化,2)治療水準の

向上 (診断体制の整備!治療の方法等の研究開発),3)

感染防止の徹底,4)普及啓発,相談事業,等の施策が

講じられている.HBV検査としては,1)老人保健法

による肝炎ウイルス検診 (40歳以上の節目検診),2)

政府管掌健康保険等による肝炎ウイルス検査,3)保

健所等における肝炎ウイルス検査,等が実施されてい

る。厚生労働省が作成した「B型肝炎についての一般

的なQ&AJは 2006年 3月 に改訂され,ホームページ

に18載されている (http://WWW・mhlw.gO.ip/bunya/

kenkou/kekkaku‐ kansenShOu09/01.html)。

まとめ :性的接触による感染が大部分を占めると考

えられる急性B型肝炎の予防には,性感染症としてコ

ンドームの使用などの予防教育が重要になっている.

また,感染者の性的パー トナー.腎透析患者,医療従

事者,救急隊員など,ハイリスク者は B型肝炎ワクチ

ン任意接種による予防が可能である。

癖］酵̈
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状況を図 2に示す。東京:大阪など大都市圏で患者報

告が多い傾向にあるが,47全都道府県から報告されて

いる。

性別および年齢別分布 :男女別および年齢別の報告

数の分布を図 3に示す。10代では男女ほぼ同数 (男 31

例,女29例)だが,そ れ以外は各年代 とも男性の方が

多いご全報告例では男性が72%(820例 )である。男

性は20代 (246例 ),30代 (230例 )がピークであり,

女性では20代 (137例 )に ピークがある。14歳以下の

小児または70歳以上の高年齢層の報告数は少ない。

推定感染経路 :感染経路が不明の者が40%を 占め

るが,他のほとんど (55%)は性的接触による感染が

推定されている (男性56%,女性50%)。 男性では20

～60歳 ,女性では15～ 45歳の各年齢層で,感染経路と

して性的接触がそれ以外の原因を上回つている。わが

国においても,エイズとともに B型肝炎が性感染症 と

して重要になつてきたことを示 している。その他 (6

96)の感染経路 としては,ご く少数であるが,「輸血J,

「歯科治療J,「入れ塁J,「 ピアスJ,「針刺 し事故」など

の記載があつたo

対策 :1985年 より「B型肝炎母子感染防止事業Jが

開始され,こ れにより母子間の HBV感染によるキヤ

リアの発生は劇的に減少した。献血におけるHBVス

クリーニングでの陽性率は年々減少しているが (図 4),
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く特集>Hib(イ ンフルエンザ菌b型)侵襲性感染症とHibワ クチン

Hib感染症の現状をまとめることとした。
インフルエンザ菌 はた

`mOpん
:′

“
inr7“θttzα a lよ ,

疫学的状況 :Hib感染症のわが国における発生動向
グラム陰性球拝菌またば梓菌であり,菌を被う夷膜多

は,感染症法にもとづいた感染症発生動向調査におい
糖体の糖鎖構造の違いにより,a～fの 6つの血清型と

て行われている全国約500カ 所の基幹病院定点から報
無爽膜株 (non_typable)型 に分けられる。このうち

告される細菌性髄膜炎から窺い知ることはできるが ,

侵襲性の高いインフルエンザ菌は b型の夷膜を持つ

Hib感染症に焦点を当てた国のサーベイランスは残念
株で,Hibと 呼ばれている。無葵膜型インフルエンザ

菌はヒトの鼻咽腔に常在菌としてみられるが,Hibは ,   ながらない.

1.感染症発生動向調査による細菌性髄膜炎の報告 :

乳児や小児の敗血症や髄膜炎,急性喉頭蓋炎などの侵

2006～ 2009年 は年間350～484例の細菌性髄膜炎の報
襲性感染症の起因菌となることが多い (本号3ベージ)。

告があり,増加傾向をみせている (図 1,表 1).患者
IASRで は2002年 に細菌性髄膜炎の特集を行つている

の年齢は 0歳,1歳が最も多 く,学齢期までにかけて
(IASR 23:31-32,2002)が,Hibに 関しての特集はこ

減少し,30代以降で再び増える (次ベージ図 2)。 起
れまで行っていない。2008年 12月 からわが国でもHib

因菌は半数近 くが不明であるが,明 らかになったもの
ヮクチン接種が任意接種としてではあるがようやく導

のうちでは,イ ンフルエンザ菌と肺炎球菌が多い (図

入されたこと,厚生労働科学研究において Hib侵襲

1,表 1).5歳以下ではインフルエンザ菌が多 く,6
性感染症に関する疫学研究が進められているところな

歳以上ではインフルエンザ菌は少ない (次ベージ図 2).

どから,今回これら研究班の成績をふまえてわが国の

インフルエンザ菌による細菌性髄膜炎は 0歳児では 2

図1.細菌性髄厳 と診断された患者報告数の年別推移.     
ヵ月以降に増加している (次ベージ図 3)。

2.小児における侵襲性細菌感染症の動向 :全国多

□ 起因菌不明        施設共同研究 (1道 9県)に よる2007～ 2009年の調章

里 誓守f__        (本 号 4ベージ)では,Hib髄膜炎は 5歳以下小児人口

詈ユ|「| |] l] IJZ]]IIIな
  菫彊含tilily:iiJli竃窪菖111量電[電驚

による小児の髄
数2∞1圏 園 圏 圏      推計される。

3.Hib感染症発生データベース :小児科入院施設

を有する全国の病院に依頼状を送付し,2009年 5月 か

ら,0～15歳までの Hib感染症入院例についての任意

2006200720032醐 年
     目現在報告ω   報告を国立感染症研究所感染症情報センターホームベー

(感染症発生動向調査 :2010年 1月 7

表1.細菌性髄膜炎と診断された患者の年別報告数。200o～ 2009年

Ifaemophilus
S teptuoccus P n eu mon tae

1(92)
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ジ lllttp:〃 idSC・ Ilth.事 o.jP/diSease/hib/hll)―db

lltllal)へ のウエプ登録 により実施 している

(本号 6ペ ージ)。 2009年 5月 ～3010年 1月 ま

で
｀
の 9カ 月間に10鍼五療機関から200例 が登録

された。年齢は 0～ 2雄で84%(0議 36%‐ 1

歳31%,2歳 17%)を 占める.0歳の月齢は,7

カ月以.Lが 7割弱であつた,

診断名は,髄膜炎が最も多 く128例 ,次 いで

菌血症77例,敗血l症 26例,肺炎?0例 ,急性喉頭

諾炎12例 などであつた。重度の後遊症 (発達・

畑能・運動障害など)が 5例 ,聴覚障害も 6F/1

にみられた。また,死亡は 3例であり,登録さ

れた患者の数死率は1.5%で あつた。

治療 耐ヽ性菌 :IIib侵襲性惑簗症の治療には
,

)二年certriaxOne(CTRX),cerotaximc(cT挙 ),

m cl‐openenn(MEPM)あ るいはCTX+MEPM

などが用いられることが多い。2000年 以降の約10年間

に調査されたfヒ艘性髄膜炎出来インフルエンザ面の耐

性子L状況 (本号 7ページ)では,BLNAR(β -lactamase―

nonprodヽ lCing anlpicillin rcsiStance) 力
'力
壼111ユ贅重0こ

増加し,3009年 には60%を 超え,そ の他のBLIDACR II

(β
‐lacぬ lllaSe―prOducing an10XiCillin/clavulanic aci(1

resistance)の ような面l性型の菌も合わせると90%に

進している。

日ibワ クチン :海 外では,Hibワ クチンが 1980年 代

より開発実用イしされてきた。現在は,免疫効果を高め

るために,業膜多糖体とキヤリア蛋白との結奮型 ワク

チン (c01ljugate vaccine)が 使用されており,さ ら

に改良が進めら1■ ている。2008年 12月 にわが国でも

海外製の Hibワ クチン (現時点では一社F7D製品)“∫

導入され任意接種が開始されたっ輸入 Hibツ クチン

については,日立感琴症研究所が,生物学的響剤基準

や検定基準に則 り,多糖合量試験,エ ンドトキシン合

量試験,異常毒性試験を 『国家績定」 として実施して

おり,合格 したロツトが,順次:医療機関に供給され

てぃな作これまでのところ,製造メーカーの生産設備

の限界などにより,供給競が不足しているが,20H年

までには必要量が供給されるよう努力が続けらltて い

る (本号 9ページ)。

既に 1libワ クチンを小児に行うべき予防接種の一・

っとして導入している海タト諸国では,lhb感 染症のオ1

的な減少を見ているが,わが国ではまだその効果を判

定する段階には至つていない。ワクチンの安全性につ

いては,IIibワ クチン被接種者の健康状況と副反応調

査 (本号 Sベージ)に よると,2009年 4月 1日 ～2010

年 2月 9日 までに全国750カ 所の医鵬 関において接

種を受けた1,768tal(o～ 6ヵ 月419例 ,7～ 11カ 月669

倒,1～ 5歳 676例 ,6歳以上 2例 ,年齢不明 2例 )の

ぅち,全身反応なしが1,269例 (72%),局所反応なし

が1,184例 (67%)で あつたo

知I蘭性髄膜炎と診lu‐ された患者の年齢、2006-2008Ff

□ 起国薗不場

麟 薗換性

国 その他の構

囮 夕″′ο
`階

漆′々′″″
“

か

麗麟ル′″′のカカレ、力ち″レ
…

40 60 60 70 80 00

年齢辞 (歳 )

饉 素症発生動向籠壼 12010年 1月 7日現在薇青飲)

1/13.イ ンフルエンザ商による細篤性髄膜炎.0歳の患者の月齢・

2006～ 2008年

15
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12

11
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縦 9

慧 8

歌 7

6

0

4

3

1

0

月齢 (ヵ 月)

は 染症発生動向調静 2010年 1月 7日 現在報告数)

まとめ :髄膜炎などの Hib侵襲性感染症は 5歳以

下小児人口10万人当たり7.0～ 12.3/年 と (本号 5ペ ー

ジ),数多い疾患ではないが,治療に難渋することも

多く,死を免れても後退症で苦しむことが少なからず

見られる。耐性菌の増加も治療を二‐層困難にしている。

公業負担で Hibワ クチン接種を実施 している自治体

もあるが (本号 Hページ),ま だ接種率 :よ低いと考え

られる (本号 10ペ ージ).FIib侵襲性感染症はワクチ

ンで予防可能な疾患であるので,多 くの子供たちが容

易に,安全にワクチン接種を受けられるよう,環境を

整える必要がある。

また=予防接種の効果を通切に評価するためには
,

IIib感染症のサーベイランス強化が必須である。そし

て,よ り正 しい治療薬選択のためにも,抗菌薬投与前

に血液培養等の病原診断を行 うことが重要である。

図 2.

300

250

報

告

数
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く特集 >細 菌性髄膜炎 2001年現在

細菌性髄膜炎は,1999年 4月 の「感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する法律 (感染症法)」

施行に伴い定点把握の 4類感染症に分類された。約

500の基幹病院定点は,臨床症状および髄液検査所見

または病原体診断や血清学的診断による細菌性髄膜炎

患者の性・年齢を週単位で報告している (原因となる

病原体が判明 した場合には,病原体の名称も報告)。

国内でみられる細菌性髄膜炎はほとんどが散発例であ

る。ただし,髄膜炎菌性髄腱炎は髄膜炎ベル トとよば

れるアフリカ中央部などで流行がみられ (本月報 Vol.

22,No.11外 国情報参照),し かも発症 した場合の致

死率が高い。輸入例も合め,初発患者を迅速に把握す

ることが感染拡大防止上重要であるため,全数把握の

4類感染症に定められた。髄膜炎菌性髄膜炎を疑?た

医師は,病原体診断で確認した患者を7日 以内に届け

出なければならない。本特集は細菌性髄膜炎について

行われている国レベルのサーベイランス事業および研

究レベルの調査の結果をまとめた。

感染症発生動向調査 :1999年 4月 ～2001年 12月 に報

図1.組菌性髄膜炎患者の年齢.1999年 4月 ～2001年 12月

年齢 鮮

(感染症発生動向調査 :2002年 1月 10日 現在ll告数)

腱膜炎菌性髄膜炎患者の年齢,1999年 4月 ～2001年 12月

日舞

午齢 隣

ISSN 0915-5813

告された細菌性髄膜炎患者数は763例 (1999年 4～12

月23512000年 256,2001年 272)で ,年齢は 0歳が29

%,1～ 4歳が29%を 占め,男 456:女

"7と

いずれの年

齢も男が多い (図 1)。 そのうち病原菌名が記載されて

いたものは約半数で,イ ンフルエンザ菌 (H“屁oPんjJ“S

i2/J“″Zαの が143と 最も多く,肺炎球菌 (Sιr"ι ooo‐

ccas pれο
“
mo屁 :caが 9oで これに次いだ。以下,B群

レンサ球菌 (Group B StrepιooocC“,以下 GBS)22,

大腸菌 (Esa`だ cた Jα cO′0)14で ,他は 1桁台であつ

た。

同期間に届けられた髄膜炎菌性髄膜炎患者数は 33

例 (1999年 4～ 12月 10,2000年 15,2001年 8)で ,年

齢は 0～71歳 まで幅広 く,0歳 6例 ,1～ 14歳 6例,15

～19歳 6例 ,成人15例であり,男 28:事 5と 男が多い

(図 2)。

病原菌検出状況 :全国の地方衛生研究所 (地研)を

通して協力医療機関から感染症情報センター (lDSC)

に報告された個別情報の中で髄膜炎患者から分離され

た病原菌を集計すると,1995～2001年の計96例中,I

:″7“ anzαaと S.pnaじ屁ο屁:αθが28例ずつであつた (本

号 8ページ参照)。 二 jn/Jじθ″αθは4歳以下の乳幼児

からの検出がほとんどであるのに対し,Spれθ
““

οれ
'α

θ

は小児と30歳以上から検出された。この傾向は,1990

～1994年の集計 (本月報 Vol.16,No.4参 照)と 同

様であつた。

図3.饉液から分離された主要菌種,2000年 10～ 17月
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髄液から分離された病原菌 12000年 4月 より厚

生労働省「院内感染対策サーベイランス事業Jが

発力とした (http:〃 idSC・nih.gO.ip/indeX― i・
htmlポ

タン:」 ANIS)。 2000年 10～ 12月 の集計では=全国

約500の協力医療機関 (病床数200以上)の検査室

で髄液から356株の病原菌が分離され,主要菌種は

Stap′り JOcOCC“ αじr2じS(17%),Stapttι oooccuS

のiαarれだお(15%),COagulaSё
―negative Sιaplリー

`ο

coccLS(CN&10%):二 れ′
“
θ″αθ(11%)お

よび S.pれθ
“
mο九二αa(7%)で あつた (前ペー

ジ図 3)。

Sueptntcus Pnaumoruaa
Group B StrePtoaccu
tuheichia coli
Neisseria meningi tidis
MRSAA,TRSE
Listaria monel'togenes
その他

不

回4.原因苗別小児細西性飩膜炎思者の年齢, |3s?+7n -2000f6F
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温器Ψ罐諄ず3鍛撃跡「銭I護≡垂卦
克での細菌性髄膜炎病原菌の6～ 7割は二

で 竺  Щ弩号T石言由肩TTT=la 
°
1.1':こ

う二 il::と
'I.ri'ど in

出編ギ」
t島

6■ 9● ■na 
■島轟言
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小児fta性 質興炎奎ロロItよ り、皐A虚学電屹 お:931-939 2001)

No.10&VOl.20,No.1外 国情報参照)。 現在の標準

スヶジュールでは Hibワ クチンは生後 2.4,6カ 月

ぉょび12～ 15カ 月に接種されている (CDC,MMWR,

Vol.51,No.2,2002参照)。 カナダではこれまで 2歳

以上の小児に23価の S.p″じmο几
`α

θワクチン
蕉接種

してぃたが,新たに開発された 7価の S.pttθ

“
FL"`αθ

ヮクチンを2歳未満の小児に対して生後2,4,6カ月

ぉょび12～15カ 月に接種することを勧告した (本号

12ページ外国情報参照).英国では1999年 11月 に1歳

[群撤 踊桑綺言£製
琴ワ雛謝

7見

認裏11借 1露ま罐
小児に:さ らに2002年 には24歳以下に対象を拡大し

た (CDSC,CDR,Vol.10,No.15,2000&VO.12,

】血翼籠ピ[1批淵晟輩i腎亀
VOl.21,NO.6,Vol.22,No.3&No.6外国情報参

pif覗韓t露幌ぶ膳11ツ見よ理
をしている (CDSC,CDR,VOl.12,No.312002)。

今後の課題 :わが国における細菌性髄膜炎の主要な

病原菌である工 詢ほaaれZ。2や S pπθamο几
'α

θでの

鰭 続 三稔 鶴 競 懲 璧 辟 魂 飩 籍
壺 3

ょび薬剤感受性の動向を監視する病原体サーベイラン

するワクチンの開発・導入による予防対策が進められ

スを強化し,薬剤耐性菌への対策および予防接種導入

ている。米国では二 :可7“翻zαa b型 (HiDワ クチン

の検討をさらに推し進める必要がある。
が1988年 に18カ 月～5歳の小児に導本され,1990年

には定期接種となり,1989～ 1995年に5歳以下の小児

におけるHib感染症は95%減少した (本月報Vol.19,

ｒ

、

中 L15-“ 響
ι
∴

-12-
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基づく感染症発生動向調査において,梅毒の全数届出

質辱質賃琴奪1賢畠菫ξ翼皇ζ〕ここ量奪i憔讐置
染症がSTD定点から毎月報告されていう (届出基準

ユl蝋∬濯1』IF盤盤蠅鰹ギツ
ターパ赤痢,B型肝炎,C型肝炎なども性的接触が感

染経路として重要であるが,本特集では,感染症法施

行以降の梅毒と定点把握4疾病の動向につ
|｀
て述ぺる。

梅毒 :年間報告数は2003年 まで減少していたが,2004

1:楊T指霧増デ7rT:1ビッ曇キ;「 :Яl理露
別にみると,早期顕症は1期 ,I期 ともに2003年以降 ,

無症候は2005年以降増加傾向がみられた (図 1)も 無

症候の届出では2003年 以前には届出基準に合致 しな

い症例が含まれていたが,2003年 4月 から検査値基準

の徹底を図ったため,高齢者の数が減少した (図 2お

よび本号 8ベージ)。 晩期顕症 と先天梅毒はほぼ横ば

いであつた。しかし,先天梅毒の小児例は,こ れまで

2006年 の10例が最多そあつたが,2008年は8月 27日 現

在 ケ例の報告があり,増加が懸念される (本号 5&7

ベージ)。

2004～ 2007年に報告された2,452例 を病期・性・年

図1.梅毒患者の病期別報告数の年次推機 2000～ 2907年

年齢 (威 )

(感染症発生動口田査:2ⅨB年 5月 17日現在報告ω

(2ページにつづ く)

1(239)
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齢群別にみると (図 2),早期顕症は,男性では10代

後半からみられ:30代前半をピークとして20～ 40代前

半に多く,女性では 1例ではあるが10代前半からみら

れ,20代前半をピークとして10代後半～30代に多かっ

た。また,I期 とⅡ期の比率をみると,男性では 1:1.1

であるのに対し,女性は 1:1.9と ,I期での診断がよ

り多かつた。これは初期硬結などの 1期症状は女性で

は自覚されにくく,ば ら疹などⅡ期症状の出現により

受診することの影響が考えられる。無症候は,男女と

もに10代後半～90代前半で報告されたが,無症候の割

合は,男性26%に対 し,女性では46%と 大きく,特に

20代～30代前半に多かつた (図 2)。 無症候の診断は,

他の性感染症診断時,献血,手術前,施設入所前など

の検査によると考えられる。女性で無症候が多いのは
,

さらに妊婦健診,風俗店従業員の検診など検査の機会

が多いことの影響が考えられる。

2004～ 2007年 の報告例の感染経路は,男性では性的

接触 (複数の経路が記載されたものを除 く)が 1,415

例 (う ち75%が異性間),女性では性的接触が578例

図2.梅毒患者の病期・性。年齢IBll報告嵐

2004～ 2007年
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(ぅ ち86%が異性間)であつたo性的接触以外では不

明が多く,そ の他には母子感染31例 (う ち 2例は異性

問性的接触もあり),輸血 3例 ,静注薬物常用 4例

(ぅ ち 3例は異性間性的接触もあり),ま1等の刺入 4例

(ぅ ち 1例は性的接触もあり),刺青 3例 (う ち 2例は

性的接触もあり),患者介護 l1911(性 的接触もあり)

などが報告された。

都道府県別では,2004～ 2007年 1年間の総報告数は

東京 (152例))愛知 (207例 ),大阪 (205例)の 3自

治体で35%を 占めた (3ベ ージ表 1)。 一方,4年間

の総罹患率 (2007年 10月 1日 入口10万対)は ,熊本

(8.21),高 lll(614),香川 (596)=東京 (354)の順

でぁった。 4年間の合計報告数が 2,3例のみの自治

体もあり,梅毒が届出義務のある疾患であることの医

師に対する周知徹底が必要である。

定点把握 4疾病 :STD定点は全国魚,970簡所 (2008

年 6月 時点 :産婦人科・産牟|・ 婿人科 466,泌尿器科

397,皮膚科 93,性病科14)力ぐ指定されている。各疾

病の定点当たり報告数の年次推移を性別にみると (3

ページ表 2)々 男なとも,性器クラミジア感染症と淋菫

感染症は200■～2007年 まで減少ち
'続

いており,機器ヘ

ルペスウイルス感染症 (以下機器ヘルペス)と 尖圭コ

ンジロ~マ は,ほぼ横ばいであつたoま たいず奮■I17D年

においても,男性では性器クラミジ7感染症 {報告数

全体の約40%),淋菌感染症 (同約30%)の順に多く,

女性では性器クラミジア感染症 (同約60%),性 器ヘ

ルペス (同約
"%)の

順であつたo

芝

3

う
聟

七

響[ltti二[lil篤職ちlli

のため,2006年 1月改正の1ぶ出基準には「明らかな

,政響晟管lゝなi花僣墓3]霊}l造1侵募蓋占走彙
す
:号継

徹
辱ど誰葬嘉″4製推移をみると(図 3),性

彎み編議麟胤繁111｀縦基1樵懲1機
少傾向が強かつた。一方,尖圭コンジローマでは30代

以降の年齢群で増力1傾向が認めら1■ た。

現在の問題点 :近年,淋菌やクラミジア・ トラコマ

チスでは薬剤耐性株が増力1し ており (率号 9&10ベー

ジ),ま たPCR法キットで検出できないターゲツト

DNAが変異したクラミジアも出現している (本号10

ページ)。 感染症発生動向調査において STD 5疾病

li:『]I〕III〕tiiζilfLl増 l顔11ぷ横重し嚢]∫[皇

闊3.性感染症定点報告漢病の性
"ljI‐

齢分布.2000～ 2007年

平議 (晨 )(感
漁症発生動向劇壼:2008年 5月 17日現在薇缶●・ 4)

施 している い 号14ベージ)。

海夕|で は子宮頸癌:尖圭コンジローマの予防を目的

としたヒトパビロ~マ ウイルスワクチンが開発,導入

されているが:Jt知の課題も多い (本号12ベージ)。

また,STl)は 車複感染することが多 く (本号 4&

14ベージ),診断時には他の STDの 可能性も考慮 し,

早期診断 治療に結びつけることが必要であろう。さ

ら
'こ

,パ ー トナーヘの働きかけも重要な点である。

STl)5疾痛すべてで10代前半の報告が認められた。

性器クラミジアの無症候感染者が高校生女子の13%

程度存在するとの報告もあり (厚生労働省研究班),

中学生の段階からSTD予防教育が重要であることは

り]白 である。またt若年者の症状出現時に適切な受診

行動に撃がるような!相談,検査体制の構築が急務で

ある。

全数報告の梅毒は増加傾向にあるのに対し,定点報

告の性器クラミジア感染症 と淋菌感染症は全国的に減

少傾向にある (htい //idSC.nih go ip/i〔
Sヽr/29/343/

tpc343■ hinti資 料 2)。 しかし,い くつかの自治体に

おいて実施された金数調査 との比較から,現状の定点

では若年者の発生把握が不十分 との指摘もあり (厚生

労働省rlI究 班),慎重に評価 しなければならない。今

後 ,I‐IIV感染を合めた STD対策を推進するためには,

現在の定点配置の見直 しなど,よ り正確に各地域の実

態を把握できるサーベイランス体制が必要とされる。

機器 クラミデア惑割問l‐C

３

お

，

い

―

電

対

ョ

た

，

●

〓

歓

圏 鰤 鰤 1年

□ 鰤 2・鰤 3年

口 "4凛
藤年
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症で,一般的には,小児麻痺として知られている。典

型的な麻痺型ポリオ症Jllで は,ポ リオウイルス感染に

よる運動神経細胞め不可導的障害により弛綬γL挙痺を

呈する。ポリオの特異的治療薬は存在しないため=ポ

リオワクチンによる予防接種がポリオ流行常1御の基本

戦略となる。ポリオは,感染症輩に基づ く2韻感染症

として,診断した医・JTは直ちに患者 。無症状病原体保

有者 (ワ クチン株を除 く)の金数を選出ることが義務

付けられている。ワクチン関)菫麻痺 (VAPP)お よび

ヮクチン接種者からの二次感染によるポリオについて

も属出の必要がある (届出基準はhttp:〃 wWW.mhiw

鴛 ″Tり蠍 嶽 毯恙 ご11温 主

麻陣 (AFP)は ,ポ リオウイルス感染以外によつても

発症する場合があるので,糞便検体からのポリオウイ

ルス分離・同定・遺伝子解析による確定診断は,ポ リ

ォサーベイランスにとつて不可欠である。

世界ポリオ根絶の状況 :1988年 ,WHOに よ

Vol.30 No.7(No.353)

2009年 7月発行

事務局 感染研感染症情報センター
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症例を最後 として,2型野生株ポリオウイルス伝播は

世界的に終理、したが,1型および 3型野生株は,ポ リ

オ常在国 4カ 国において,い まなお伝播が継統 してい

る (図 1)。 途上国におキするポ 1オ根絶の基本戦略は,

安価で機種が容易な経 n生ポ リオワクチン (OPV)

の集団接種によつて,野生株ポリオウイルス伝播を進

断することであり,ポ リオ流行地域・ハイウスク地域

では,現在も徹鷹した OPV接種キヤンペーンが進め

られている。 しかし,WHOが 世界ポリオ根絶の当初

の目標とした2000年 以降、ポリオ症例数で見る限り,

世界的ポリオ根絶の進捗は一進一退と言わぎるを得な

い (次 ベージ図 2)。 野生株ポリオ常在国であるイン

ド,パ キスタン,ア フガニスタン,ナ イジェリアは ,

それぞれ解決困難な地域問題を有しており,イ ンド北

部では2008～ 2009年にかけて,3型野生株ポリオ症例

が大幅に増加 した (本号19ページ参照).2004～ 2005

年にかけて,ナ イジエリアに由来する 1型野生体の伝

り世界   播により,ス ーダン.ソ マリア,イ エメン。インドネ
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<特集>ポリオ 2009年現在

急性贋白髄炎 (ポ リオ)は ,ポ リオウイルスの中枢   ポリオ根絶計画が提唱き1■ て以来,ポ リオ症例数およ

神経への感染により]|き 起こされる急性ウイルス感染   び流行地域は着実に減少し,1999年のインドのポリオ

Jl

コートジポワール

ァフガニスタン

バキスタン

ィエスン

アニア   .                   
‐

・   ● 離生株

r写
典賃量またはそれに縦く流IT(0～ 6カ

1)

WHO/HQ撻出資料 (2009年 6月 9日 付)を一部改変

ナイジエi'ア

アンゴラ

1(171)

-15-

図1.野生株ポリオウイルスによるポリオ症例の分lr,2008年6月 ～2009年 6月
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シア等で大規模なポリオ再流行が発生したが,こ れら

のポリオ流行は,い つたんコントロールされた (図 2)。

しかし,2008-2009年 にかけて再び,ナ イジエリアに

由来する 1型野生株の伝播により,ニ ジエール,コ ー

トジボヮール,スーダン,ケ ニア等で,ま た,イ ンド

に由来する野生株によリアンゴラ (3型)やネパール

(1型)等でポリオ症例が多発しており,ポ リオ常在

国からの野生株ポリオ輸出の常態化は,き わめて大き

な問題となつている (本号19ページ)o

また,2000年 以来,世界各地でワクチン由来ポリオ

ウイルス (VDPV)に よぅポリオ流行の発生が報告さ

れており,と くにナイジエリア北部では,1型および

3型野生株伝播 と同時に,2型 VDPVに よるポリオ流

行が 4年以上継続している (本号 4ページ)。 WHO

西太平洋地域では,2000年に野生株ポリオウイルス伝

播の終息を宣言 して以来,野生株によるポリオ流行は

報告されていないが,VDPVに よる」ヽ規模のポリオ

流行および野生株ポリオ輸入症例が報告されており,

依然,ポ リオ流行の潜在的リスクが継続している (本

号 3ページ)。  |
日本のポリオサーベイランス :わが国では,感染症

法によるポリオ患者の報告や感染症流行予測調査事業

等に基づ く複数のサーベイランスにより,ポ リオウイ

ルス野生株およびVDPVの輸入および伝播が無いこ

とを,疫学的・ ウイルス学的に確認している.感染症

流行予測調査事業では,ポ リオ患者に由来するポリオ

ゥイルスの解析および健常児糞便に由来するポリオウ

イルス分離株の解析 (ポ リオ感染源調査)を毎年実施

しており,1993年 以来,野生株ポリオウイルスは検出

されていない (本号 6ベージ)・ また,感染症流行予

測調査事業に基づくポリオ感受性調査が,数年おきに

実施されており,感染伝播を阻止するのに十分 と考え

られる免疫レベルが確認されている (本号 8ページ).

今後も,不活化ポリオワクチン (IPV)導入に向けて ,

感度および精度の高いポリオ病原体サーベイランスを

継続する必要があり,環境サーベイランス等,あ らた

なポリオサーベイランス手法の研究が重要である (本

号10ページ)。

ポリオウイルスの実験室診断 :ポ リオウイルス実験

室診断の基本は,培養細胞によるポリオウイルス分離

であり,分離ウイルスの型内鑑別 (野生株とワクチン

株の判別)を行う。近年,VDPVに よるポリオ流行

のリスクが明らかとなつたことにより,よ り精度の高

いポリオウイルス検査が求められており,遺伝子検査

や抗原性解析により非ワクチン株と判定されたポリオ

分離株については,すべてVPl全領域の塩基配列を

解析する。ワクチン株と比較して1.0%以 上の変果を

有するVDPVは ,長期間伝播し変異を蓄積した可能

性がある。そのため,VDPVが検出された場合には,

強化サーベイランスによりVDPV伝播の有無を調査

図2.ポ リオ確定症例数の推移,2000～ 2009年 6月
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し,必要に応して,追加 OPV接種等によるポリオ流

行の制御対策を実施する。

世界ポリオ根絶計画が進展 し,野生株ポソオウイル

ス伝播が終息した場合には,実験室等に保管されてい

るポリオウイルスに由来するポリオ流行のリスクが危

倶される。そのため,わが国でも,野生株ポリオウイ

ルス保管施設調査を実施 し,保管施設 リス トを含む調

査報告書を,WHO西 太平洋地域ポリオ根絶認定委員

会に提出した (本号11ぺ‐ジ)。

今後の課題 :WHOは ,世界ポリオ根絶計画を,も つ

とも優先度の高い感染症対策 として位置づけ,各流行

国におけるワクチン戦略の至適化を中心とした対策を

積極的に進めている。しかし,こ こ数年内に野生株伝

播を終息させ根絶宣言を行うという従来計画の達成は,

現実的には,き わめて困難な状況である。世界ポリオ

根絶達成まで時間を要する可能性も考慮し,日 本を合

むポリオフリーの地域でも,精度の高いボリオサーベ

イランスを継続することが重要である。VAPPお よび

VDPVに よるポリオ流行のリスクを考FBlし て,多 く

の国々で,OPVからIPVへの変更が進められた。現

実に,わが国でも,VAPPが毎年のように報告され

(く 2例 /年)(IASR 29:200-201,2008),VDPVも

検出されている (本号 6&10ページ)ので,IPVの

早急な導入が必要である。なお,弱毒化ポリオウイル

スに由来するIPVを合有するDPTと の混合ワクチ

ンの開発が日本で進められている.
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<特集>百日咳 2005～ 2007

百日咳は百日咳菌 (Bσ&ιθ″α perι
“
SSた)の

気道感染によつて引き起こされる急性呼吸器感染

⊂'   接触:臭凛更]で霞案:言濃蓼]'3賞誓15言
い感染力を有する.百日咳対策にはワクチンによ

る予防が最も効果的であり,ワ クチンの普及によ

り世界の百日咳患者数は激減した。わが国では

ISSN 0915-

口1.百日咳患者報告数の推移,1997年第1週～2008年第10週

(`棄症発生動向口姜 200873月 128現在報告臓)

者報告数が2.00以 上を示したのは栃木県と千葉県のみ

であった (図 2)。 2004,2007年にはわずかな流行が

認められ,患者報告数が1.00以 上を示した都道府県は

2004年 が13県 ,2007年が13府県であつた。一方,2003,

2005,2006年において患者報告数が1.00以上を示した

都道府県はそれぞれ 5,3,4県のみであつたことから,

周期的な百日咳流行は全国レベルで発生するものと推

察される。

集団感染 :わが国では,百日咳集団感染は産科や小

児科病棟などで散見されていたが (IASR 20 64-66,

2005),大規模な集団感染の報告はなかった。しかし,

2007年 に大学などで本規模な集団感染が発生した

(本号 4～ 9ページ参照)。 大学では感染者が200名を

超える大規模な集団感染事例にまて発展し,そ の対策

には抗菌薬の投与 (予防投薬を含む),体講などの措

置がとられた.2007年 の集団感染事例は狭い空間を

長時間共有するような施設で発生しており,こ のよう

な施設では百日咳が容易に伝播することが指摘された。

′ 定点当たり
■■とぃ  (0

なお,集団感染を引き起こした百日

咳流行株は各事例で異なることが判

明し:各地域に潜在する百日咳菌が

各々の地域で流行した可能性が指摘

されている (本号 3ベージ参照)。

成人百日咳 :米国では1980年代後

半からワクチン効果が減弱した青年 。

成人層での罹患者が増加 し (IASR

26:69-70,2005),2004年 における

成人患者は全体の27%と なつてい

(2ページにつ,く )

禁
、
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1981年に現行の沈降精製ジフテリア 。百日せき・

破傷風三種混合ワクチン (DPT)力 '導
入され,そ

の後,患者数は着実に減少した (1982～ 2004年の状況

|ま lASR 18:101-102=1997:IASR 26:61-62,2005)。

しかし,近年,ワ クチン効果が減弱した青年 。成人も

百日咳に罹患することが明らかとなり,新たな対策が

必要となつている。

患者発生状況 :百 日咳は感染症発生動向調査におけ

る小児科定点把握の 5類感染症であり,全国約3,000

の定点から毎週患者数が報告される。年間患者報告数

は2001～ 2004年に引き続き,2005～ 2007年 も定点当た

り1.00未満と,1982～ 1983年 の約10分の 1に減少して

CI   いるが (次ベージ図 4),周期的なnt‐rの痕跡をまだ認

めることができる (図 1)。 百日咳は約 4年周期の流

行を繰り返すことが知られており,1999～ 2000,2004,

2007年 は流行同期に該当する。なお12007年 の患者報

告数は2004年を上回つており (次ベージ図 4),患者増

加傾向は年末以降も継続 しているため (図 1),2008

年の発生動向には注意が必要である。

都道府県別患者発生状況をみると,定点当たりの患

図2.都道府県別百日咳患者発生状況 2003～ 2007年 (感染症発生動向調査)
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る。わが囲でもl・3様な現象が認め られ,特 に成入  圏3.IB呟護者が ,齢

'嘔

報告数.2004～ 2007年 憾染症発生動向理機

言募IT諄鯛∬」胤轟。まl ltt H琶艦わ
増加は認められず,ワ クチン接級による免疫効果  鷲

臨  aj03年

が十分に発揮されているといえる。1982γ 20,「
午 摯‖]  霊 酬 :[な

titiititll亀稔[i;:講全彎霞璽]念 II
の31%を 占めている (図 4)。 ただし,わ が国の 数

百日咳患者は小児科定点より報告されているため
,

報告されない成人患者はかなりの数に上るものと

考えられる。

亀                       霊1理 贅ill  おゎりに 12007年 に発生したわが国初の
1機畷協協斃蒻社三

========菫
曇嚢嚢雲饉 警獣(111  _T:ご 二よ」

|:韻 脇影幾寡多稔竃
============霧

電霊翻 1:織 :懲  成人集団感染事例は,成人百日咳への新たな
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晟農品
11書成人患者の臨床像:乳幼児の百日咳診断:il.I    l i ふ ふ 爆

爾問持続する咳,ス タツカー ト,レ プリーゼや,    i l        キ蛉      " 摯
 I

末梢血リンパ球め増多などを指標に行われている。                     キ200S年 1月 8画雌報告軟

一方,llk人患者は長ltlの咳または発作性の咳だけ
ヽ10年程度と見績もられており,ワ クチン既接種の成

のことが多 く,リ ンパ球増多はほとんど認められない

人も百磯咳に対する感受性者である。成人が感染した

ため,他の疾患との鑑
"」

が困難である,こ のことが成
場合,症状は軽 く,脳症などの重症例や死亡例はきわ

人集団発生の探知が運れる原因となつている。現在 ,

めて締である。しかし,成人が百日咳菌を保薗した場

厚生労働科学研究班で:ま成人の臨床像などについて調

合,本人が気づかないうちに乳幼児への感染源となる

査を進めている (本号11ページ参照)。

ことを考慮しなくてはならない。ワクチン未接種児が

成人患者の実験室診断 :百 日咳の実験室診断には
,

百日咳菌に感染した場合,重篤化 し易 く,わ が国でも

散懲憲種瀾翻T:∬僻 篤 轟 続機雛7:需鞣鍍夫f)鐸丁,Tを1
が有効である。ただし,一般的に行われているのは血l

せき。破傷風ワクチン (Tdap)の 導入を認可 したが
,

溝学的検査であり,主に菌体に対する凝集素fllliが激1定

わが国ではいまのところ未定である。現在,厚生労働
されている。子L幼児では菌凝集素llliを 指標に診断され

科学覇眈 班において(そ の導入の是非について科学的
ているものの,そ れが成人に適用できるかは不明であ

り,今後の調郷 究が必要である。なお:国立感染症   根撼を集積 しているところである。

百日咳は小児科定点把握疾患のため,成人患者数を

蹴慧彎冨理菫鮮麟翼瑠踏:じ 翼縄ち疑響雷端講lII粧:r
レフアレンスセンター (IASR 29:47,2008)に 配布

は,今後,全数把握疾患への移行が必要であろう.な
し,検主体制の強化・拡充を図つている (本号 9ペー

お,厚生労働科学研究班では,定点把握では不十分と
ジ多諄動.

考えられた情報を補完 し,迅速な対応に結びつけるこ

今後の課酵 百日せきワクチンによる免疫効果は 5
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10代～20代 を中心とする流行が起こつたため (IASR

281239-240,2007),2008～ 2012年 度の 5年間の

経過措置として,予防接種法に基づ く定期接機に第 3

期 (中学 1年相当年織の者)と 第 4期 (高校 3年相当

年齢の者)の 2回目接種を追あnし た。また,感染症法

に基づく麻疹患者サーベイランスを.2008年 1月 から

全数報告に変更した (IASR 2■ 179-181&189-190,

2008)。 従来の定点報告は臨床診断による届出であつ

たが,1回 ツクチン接種者などで典型的な症状を示き

ない修飾麻疹がみられることから,修飾麻疹について

も検査診断による届出が求められている (http:〃 idSC・

nil■.go.ip/diSeaSe/nleasies/guideline/doCtOr

_ver2.Pdf)。
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く特集>麻疹 2009年
WHOの 推定によると,世界の麻疹による死亡者数

は2000年の73.3万人から2008年には16.4万人と78%減

少したoま た,同期間に患者報告数も3分の 1に 減少

した (本号25ベ ージ)o日 本を含む WHO西太平洋1也

域では2012年 を麻疹排除の日漂年 としている (lASR

30: 15-471 2009)。

日本における完期予防接種 としての暉疹ワクチン接

種は,従来生後12～ 90カ 月に 1回であつたが,2006年

度に第 1期 を 1歳児,第 2期 を小学校就学前 1年間と

変更して麻しん風しん混合ワクチンによる2回接種を

開始した (IASR 271 85-86,2006)。 しかし,2007年 に

図1.週別麻疹患者報ili・ 数の推移.200S年 &2009午

感染症発生動向調査 :2009年 第 1～53週に

属出された麻疹患者は検査診榊 u1438人 (う

ち,修飾麻疹193人 ),臨床診断例303人,計 741

人 (人口100万対580)(2010年 1月 7自現在

報告数)で ,2008年 の11,015人から大きく減

少した。過別報告数は (図 1),最 も多い第

29週でも30人であり,第 34遇以降さらに減少

傾向にある。

21   25   20 こj 都道府県別報告数は (図 2),千葉116人 ,
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図2.都道lr・I県り:康疹患者発生状況,2009年
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東京112人 ,神奈川97人 ,大阪57人 が50人を

超え,千葉,東京,神奈川に埼玉41人 を合わ

せた首都圏 4都県で全体の半数を占めた。そ

の他では,愛知,福 Fll,広 島が20人 を超えて

ぃた。患者が多かった都府県でも 1週間に

10人を超えた週はなかつた。秋田,高知t熊

本は報告がなく,こ の 3県 と石川が麻疹排除

の指標である人口100万対 1を下国つた。

患者は男371人 ,女370人 とほぼ同数で,年

齢分布は (次 ベージ図 3),1歳が140人 と飛

も多く,0歳74人,2歳42人の順で,鋤08年 に

みられた15～ 16歳のビークは消失した。7

クチン接種歴は,未接種116人,1回接種352

人,2回接種32人 ,不明181人 であつたぃ0歳

児は未接種73人,不明 1人 ,1歳児は未接種  l
(2ベージにつづく) ≒
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国3.麻疹患者のワクチン接種歴別年齢分布, 2009年
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優 鍮底発生動向口壼 :2010年 1月 7日 現在報俊

“

4期それぞれ94%,92%,35%,77%で あつ

た (本号 7ページ)。 都道府県
'1で

は,第

1期ん第4期すべてにおいて90%以上であつ

たのは,山形,福井,佐賀の3県のみであつ

た。患者の多かつた東京,神奈川,大阪は

第3期 と第 4期の接種率がともに低い。

接種率向上への取り組み :麻疹排除を達

成するには,麻疹ワクチン接種率のさらな

る向上が必要である (本号16ベージ)。 秋

田では1987～ 1988年 に10人が死亡した大

流行と2007～ 2008年 の局地流行をふまえ,

関係者が一体となつて新たな予防接種勧奨

キャンペーンのために2010年から 4月 を「秋田県は

しか排除推進月間」とする準備を進めている (本号 9

ページ):養護教諭が中心となって第4期接種率95%

を達成した高等学校もある (本号10ベージ)。

ヮクチン接種対象年齢に達しない 0歳児の麻疹を無

くすには国内からの麻疹排除しかない。なお,今年度

の第 2,3,4期接種対象者は 3月 31日 を過ぎると,公

費負担対象外となり,自 己負担での接種 となるので注

意が必要である。3月 の子 ども予防接種週間 (3月 1

日月曜～3月 7日 日曜)に は,休日・夜間の接種を実

施する地域医師会があるので,対象者はこれらの機会

を利用し)年度内に接種を受けることが勧められる。

麻疹検査診断の重要性 :予防接種が普及し患者数が

大きく減少するにつれて,相対的に接種歴ありの修飾

麻疹の割合が増加しているため,臨床症状のみでの診

断は困難であり,検査診断の重要性が増 している。し

かし,2009年の届出患者の 4割は臨床診断であり,検

査診断例のほとんどは検査センターでの IgM抗体検

査であつた。lgM抗体検査では偽陰性,偽陽性があ

り,結果の解釈に注意が必要である (本号11&12ペー

ジ)。

「麻 しんに関する特定感染症予防指針 (2007年 12

月28日 厚生労働省告示)」 では患者数が一定数以下に

なった場合,原則としてすべての発生例を検査診断す

ることとしている。日本は世界の麻疹風疹実験室ネッ

トヮークに参画し (本号 3ペ ージ),2008年 6月 に地

研 と国立感染症研究所 (感染研)は麻疹 。風疹レフア

レンスセンターを設置 して,PCRと 抗体検査による検

査診断体制を整備している (IASR 30 45-47,2009)

が,検体が地研に投入されないことが多い (本号14ペー

ジ)。

今後の対策 :今後は,医療機関,保健所 と地研・感

染研の連携を強イヒし,麻疹疑い患者全例について確実

に検査診断を含む積極的疫学調査を実施 して感染拡大

を防止する必要がある。そのために,感染症法に基づ

く麻疹の類型の引き上げなどについても検討していく

必要がある。

42人,1回接種96人,不明 2人であつたo

2009年には 5類感染症全数報告疾病である急性脳
=

炎としての麻疹脳炎の届出はなかつた (2007年 ,2008

年は各 9人).

施設別集団発生状況 :2009年 4～ 12月 (夏体み期間

中を除く)に は麻疹による休校,学年開鎖,学級閉鎖

の報告はなかつた.

麻疹ウイルス検出状況 :麻疹ウイルスは A～Hの

cladeに分類され,さ らに23の遺伝子型に細分される。

国内では,2001年の流行ではD5型 =2002～2003年 はHl

型が主に検出されたが (IASR 25:60-61,2004),2006

～2008年の流行ではD5型が主に検出された (IASR

30:29-30,2009).2009年 には地方衛生研究所 (地研)

で麻疹患者からD5型 3件 (沖縄で 2月 に 2件 ,4月

に 1件),D9型 1件 (山形で 3月 にタイからの輸入例 ,

本号15ベージ),D8型 1件 (沖縄で 9月 に国内例から

日本初,IASR 301 299-300,2009)が 検出された。な

お,A型 (ワ クチンタイプ)が 4月 に東京 (水痘患者)

と大阪 (ヘルバンギーナ患者),6月 に福岡 (突発性発

疹患者)で各 1件)計 3件検出されている (2010年 1月

29日 現在報告数 http:〃idSC・ nih.go.ip/iasr/measles.

html)。

感染症流行予測調査 (本号 4ページ):ゼ ラチン粒

子凝集 (PA)法 で抗体陽性は1:16以上であるが,麻

疹の発症防御には少なくとも11128以 上が必要 とき

れる。2009年度の 1歳児では麻疹PA抗体価 1:16以上

の保有率は73%と 十分とはいえなかつたが,2歳児で

は第 1期接種を反映して96%と 高かつた。0歳,1歳 ,

10歳 ,15歳が95%に達 していなかった。一方,2008年

度に開始された第 3期 ,第 4期接種を反映して,12～

14歳 と17～ 19歳では1:256以上の高い抗体価を保有し

ている割合が,2008年 度に比べて大きく増加していたo

20代以上は2008年 度同様幅広い年齢に11128未満の低

抗体価の者が 1割以上存在 している。

ワクチン接種率 :2008年度最終 (3月末)の麻疹を

含むワクチンの全国接種率 (第 1期は2008年 10月 1

日現在の 1歳児の数,第 2～ 4期は各期の接種対象年

齢の者を母数とする)は第 1期 ,第 2期 ,第 3期 ,第

一じ
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<特集>麻疹・風疹 2006年 3月現在

2005年 の全国レベルでの麻疹,風疹の患者報告数は

過去最低を記録した。また,全数報告を取 り入れるな

どして年間の麻疹発生ゼロを確認している自治体もあ

名 (本号3&4ベージ参照)。 麻疹患者の減少は,2001

年以降の国:学会,各地の自治体,医師会等を挙げて

の対策 (IASR 25:60-68,2004参 照)力 効`を奏し,1

～2歳児の麻疹予防接種率が向上したことによるとこ

ろが大きい (本号 6ページ参照)。 一方,風疹対策も

積極的に取り組まれているが,全体の予防接種率はま

だ十分なレベルに達していない。麻疹および風疹の患

者発生を抑え,こ れに伴い先天性風疹症候群 (CRS)

の発生をゼロにするためには,ま ず 1歳代における麻

疹,風疹ワクチンの高い予防接種率を維持し,そ して

多くの諸外国ですでに導入されている2回接種の実施

がゎが国においても必要であるとの議論が行われてい

た (lASR 28 60-61,2004参照)。 このような状況を

ふまえ,わが国でも麻疹と風疹の定期予防接種は2006

年 4月 より乾燥弱毒生麻しん風しん混合ワクチンを導

入し,2回接種に切り替えられることとなった。

感染症発生動向調査 :1994年以降の小児科定点 (全

国約2,500～ 3,000カ 所)か らの麻疹と風疹の患者報告

数,1999年 4月 以降の基幹定点 (全国約500カ 所)か ら

の成人麻疹患者報告数の推移を週別に図 1に示す。麻

疹は2001年 は定点当たり11.20人 (累積患者数は33,812

人,全国患者推計数は28.6万人)と ,1993年 以降では

図 1.麻疹、

く人/8)
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最も多かつたのに対 し,2003年は同2.72人 (8,285人 ,

5.5万人),2004年同0.51人 (1,547人 ,1.2万人),2005

年同0.18人 (545人 ,4,200人)と ,大きく減少してい

る。それに平行して成人麻疹も2003年同0.98人 (累積

患者数462人),2004年 同0.12人 (59人),2005年同0.02

人 (8人)と 減少している。風疹は1995年 に男女

`ヽ

児

に定期接種が行われるようになり,1999年以降患者数

が大きく減少し (lASR 24:53-54,2003参 照),2003

年は定点当たり0.92人 (累積患者数2,795人,全国患者

推計数2.2万人)まで減少していたが,2004年は同1.40

人 (4,239人 ,319万人)と 増加 し,2005年 は同0.29人

(895人,7,600人 )と 最低となった。

都道府県別患者数をみると (次ベージ図 2),定点

当たり2.00人 を超える県は,2003年 に麻疹で16都県 ,

成人麻疹で 5都県:2004年 に麻疹で 2県あつたが ,

2005年は 0県 となり,2005年 は麻疹,成人麻疹 ともす

べての都道府県が0.50人を下回つた。風疹では2004年

に 7県が定点当たり2.00人を超えた力
',2005年

は 0県

となり,1県を除いてすべての都道府県が1.00人未満

となった。

2005年に小児科定点から報告された麻疹患者の年

齢は (次ページ表 1),従来同様 1歳が最も多いが,1

～ 5歳の割合が2003,2004年 に比べて相対的に増加 し

ている。成人麻疹は24歳以下は報告力
i無

く,25～44歳

6例,65歳以上 2例であつた。2005年に小児科定点か

ら報告された風疹患者の年齢は,1～ 3

歳の割合が相対的に増加し,10～ 14歳の

割合が減少している。

5類感染症として全数届出が行われて

いるCRSの 患者数は2000～2003年 まで

各年 1例であつたが,2004年 10例 と増加

し,2005年 は 2例で,計 16例 (男 5例 ,

女11例 )で あつたO CRSの 患者は小児

科定点の風疹患者報告数の多い地域以外

でも発生していることが注目される (本

号10ベージ参照)。  ‐

感染症流行予測調査 (本号 8ベージ参

(2ページにつづく)
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照):麻疹に対する1歳児のPA抗体保有率 (16倍以

上)は ,2004年度は75%で あり,2003年度調査より13

ポイント増加 した。 2歳児では92%ま で上昇したが
,

これまでの定期接種対象年齢群 (1～ 7歳半)に も抗

体陰性者 (感受性者)力'認
められること,10代前半ま

で徐々に抗体価の低下が認められること等は,今後の

麻疹対策を考える上で重要である。麻疹ワクチン接種

率は 1歳76%,2～ 3歳93%と なり,2003年 の調査結

果 (1歳 59%,2～ 3歳84%)と 比較すると,増加が

認められる。

風疹に対するHI抗体保有率 (8倍以上)は 86%

(女性90%,男性81%)で ,2003年 とほぼ同様の結果

であつたoしかし成人男性においては,約70%と 低い。

風疹ワクチン接種率は,1～ 4歳でも75%と ,麻疹に

比較して低いo女性は20～ 24歳で69%,男性は20～ 24

歳で56%,25～ 29歳で42%と 低くなつている。

予防機種法施行令の改正 :2006(平成10年 4月 1日

より麻しん風しん混合ワクチンカ
'用

いられることにな

り,1期 (生後12月 ～24月 ),2期 (5歳以上 7歳未満

で小学校就学始期前の 1年間にある者)の 2回接種と

なった (http:〃 WWW・mhlw.go.ip/tOpics/bcg/tpl107-

1.html参照)。

なお,今後,麻 しん 。風しんそれぞれの単独のワク

チンを予防接種法に基づく定期の予防接種のワクチン

として追カロする予定である旨の方針が示されている

(平成18年 3月 31日 付厚生労働省結核感染症課事務連

絡)。 また,接種漏れ者に対する措置を講ずる自治体

が増加している (本号 4,16&17ページ参照)。

今後の課題 :麻疹,風疹ともに患者数が減少し,現

行の定点報告では局地的な患者発生を探知できなくなつ

てきている。このため,全数報告を導入し,実験室診

断による確認などのサーベイランス強化を検討するこ

とが必要である (本号20ページ参照).予防接種制度

の改正により,2回接種法が導入された。今後も麻疹

図 2.都道府県別:麻疹.成人麻疹、

a.小児科定点からの麻疹患者報告数

旱奮選層冨彗憲塁五向調査)

b.基幹定点からの成人麻疹患者報告致

c. 4'lEflE.ftrlr B d'lF,s.$fflf,.'''
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排除,CRSゼ ロに向けて (本号12ページ参照),接種

漏れ者対策 (本号18ページ参照),成人での感受性者

対策など,さ らに高い予防接種率を維持する戦略を構

築していく必要がある。

なお,WHOは 日本を含む西太平洋地域から2012年

までに麻疹を排除 (diminatiOn)° することを目標 と

している。
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く特集>ジフテリア 2006年現在

ジフテリアは,ジ フテリア菌 (Coぅれabacιarym

aゎた|た″,αc)の感染によつておこる上気道粘膜疾患

であるが,眼瞼結膜・中耳 。陰部 。皮膚などがおかさ

れることもある。感染,増殖した菌から産生された毒

素により昏睡や心筋炎などの全身症状がおこると死亡

する危険が高くなるが,先進国での致命率は5～10%

とされている。

わが国では1999年 4月 に施行された感染症法に基づ

き,ジフテリアは2類感染症として診断した医師に全数

届出が義務付けられている (届出基準はhtt,〃WWW.

mhlw.go.〕 P/bunya/kenkOu/kekkaku―
kansenshoull

/01-02-04.html参照).

これまでに国内では第二次大戦後に流行した時期が

あるが,ワ クチン接種の普及に伴い激減し,最近では

ほとんど発生していない。二方,旧 ソビエト連邦では,

1990～ 1998年 の間に約16万人が感染・発症し,約 5千

人が死亡した (本号 5ベージ参照)。 この事例から,

ジフテリアのサーベイランスとワクチン接種の重要性

が再認識され,ヨ ーロツパではジフテリアに対する疫

学,診断,治療および予防に関するワーキンググルー

プが設置された (本号 6ページ参照)。 ジフテリアの

図1.ジ フテリア届出患者致および死亡欧の推移.

1945-2005年

ISSN 0915-5813

主要な病原因子はジフテリア毒素である力
',最

近,英

国ではジフテリア患者から毒素非産生菌の分離報告が

多く,わが国でも2006年 1月 に敗血症患者から毒素非

産生菌の分離が報告されている。一方,近縁の菌種の

Coヮ″θbαC″rれ鷹 じ′″rα2Sがジフテリア毒素を持ち,

ジフテリアと同様の症状をおこす病原体として,ヨ ー

ロッパや日本で分離され,注目されてきている (本号

3～ 5&6～ 7ベージ参照)。

わが国では,厚生労働省感染症流行予測調査事業に

ょって,国民のジフテリアに対する免疫状況を監視し

ている。この調査では,全国約10の地方衛生研究所が
,

健常者血清 (2003年 は初めて全年齢層について実施),

全体で約1,000～1,500検体について 4～ 5年に 1回ジフ

テリア毒素に対する中和抗体 (抗議素)価を測定し)国

立感染症研究所が全国データを集計している。この調

査によつて,以下に示すように,わが国ではワクチン接

種により小児のジフテリア抗体保有率がきわめて高 く

維持されていることが確認されており,こ れがジフテリ

アの発生を抑えている最大の要因であると考えられる。

患者発生状況と予防接種の歴史 :わが国におけるジ

フテリア患者の届出数は (1999年 3月 までは伝染病

予防法に基づ く届出),1945年 には約 8万 6千人 (う

ち約 1/10が死亡)で あつたが,そ の後著 しく減少し

ている (図 1)。 感染症法施行後では,1999年に岐阜県

で死亡例 1名が届出されている (IASR 2■ 302-303,

1999)。 なお,こ の他に1999年 に広島県,2000年 に栃

木県から各 1名の疑似症の報告がなされたが,ジ フテ

リアの疑似症は届出の対象となっていないため,除外

されている。

わが国のジフテリア予防接種の歴史を見ると,1948

年にジフテリア単味ワクチン (D)力',1958年
にはジ

フテリア・百日せき混合ワクチン (DP)が ,1968年

以降は沈降破傷風 トキソイ ド (T)を 混合 した DPT

が,定期予防接種に採用された。1975年 には DPT接

種後の死亡事故があり,定期接種は 3カ 月間中止され

た.1981年には改良 DPT(百日咳死菌の代わりに精

製百日咳菌蛋白を使用)が導入された。さらに1995

(2ページにつづ く)
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ジフテリア抗毒栞保有状況,2003年 G染症流行予測田
:) 
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年 4月 ,改正予防接種法が施行され,DPTの標準的な

接種スケジユ~ルは次のようになつた (なお,こ の時

に破傷風が正式に定期接種対象疾患となった)。 1期

初回接種として,生後 3カ 月から12カ 月の間に3～ 8

週間隔で 3回 ,1期追カロ接種として初回接種終了12～

18カ 月後に1回注射を受ける。H期接種として,H～

12歳時に沈降ジフテリア破傷風混合 トキソイド (DT)

を1回受ける。

2003年 感染症流行予測調査によるジフテリア抗体

(抗毒素)保有状況 :最新調査である2003年 には,山

形,茨城,東京,福井,大阪,愛媛,福岡:宮崎の 8都

府県の全年齢層から1,447検体の血清が採取された。

抗体保有率は,0～ 3歳にかけて予防接種によつて上

昇し (図 3),1～ 4歳の約80%は ,ジ フテリアの発症

防御レベルと考えられている0.1lU/mι [HasSelhOrn

HMi aι αι.,VaCCine 16(1):70-75,1998]以
上を保

有していた (図 2)。 その後=40～ 44歳まで増減を繰

り返しながら徐々に減少していくo25～29歳で落ち

込みがみられるが,こ れは,1975年のワクチン接種一

時中止～1981年の改良DPTワ クチン導入までの接種

率が低かつた時期と符合する。45～49歳で,10%以下

へと急激な落ち込みがみられ,こ れ以上の年齢では
,

再び増加して約20%程度の保有率を示したが,若年層

のレベルには及ばない。抗体保有状況の年次推移をみ

ると (図 3),年度を追うにつれ 0～ 4歳での保有率 をつけておくことが重要である。

C
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ことにより発生する。潜伏期間は 1～ 2週間で,初期

症状には吸乳力の低下などがある。発症 した新生児の

60～90%が 10日 以内に死亡する。開発途上国などでは

新生児の主要死亡原因の一つであり,WHOの 推定に

よれば,2001年 1年間に128,000人 が新生児破傷風で

衛単II£私重IIIttT革1,淵:賃

玩輩麟露:舞せ[1∬鸞弩守畷猛[
保健所に届出」が義務付げられている (届 出基準は

httpi//WWW mhIW・ go.iP/bunya/kenkOu/kekkaku―

kallsenshol111/01-05-12.htlnl)。

感染症法施行以降の年間患者報告数は100人 前後で
,

増加傾向はみられない (表 1お よび本号 3ベ ージ)。

診断月11に みると,患者は野外活動が多い 5～ 10月 に

関 1.嬢働触患者月別発生状況.1999年 4Fi～ 2008年 12月

<特集>破傷風 2008年末現在

破傷風面 (CrOsιriaFしれ ιatαが)は偏性嫌気性のグ

ラム染色陽性の得菌で端在性芽胞を持つ。栄養壼1の菫

は熱ゃ酸素に感受性であるが,芽胞は熱や議素だけで

はなく消彦凝を含む化学物質に耐性である。そのため

に広く土壌中に常在し,家畜の陽内や糞中にも生息す

る。Fi・t傷風菌の芽胞が創傷都位から組織内に侵入し,

嫌気的な状態で発芽増殖した結果,破傷風毒素が産生

される (毒素の構造と機能については本号 4ページ)。

産生された毒素が血流を通して,運動神経終板,脊傷[

前角細胞,脳幹などの中枢神経に到違すると,抑制性

神経回路が遮断され神経刺激伝達陣書が起こり,磁傷

風を発症する。潜伏期は一般的に 3～ 21日 であるが
1

1カ 月を超える報告もある。特徴的な症状は,感染巣

近傍の筋肉や顎から頚部のこわばり,閲 |コ 障害,痙笑,

粟下困難,呼吹困難,後弓反張などである。適切な治

療がなされないと致死的である。破傷風は,そ の原因

ゃ確患する患者の運いから以下の二つに分類される。

1.211傷性破傷風 :表人の破傷風のほとんどを占め

る。刺惑Jや挫傷などの他,極めそ些細な外傷からの感

染が多い (払 SR 28:47-49,2007)。 さらに歯槽譲漏

患者の病変部位からの感染や,糖尿病患者のインスリ

ンの自己注射や採血による感染も報告されている。ま

た,米国や英国では注射による薬物依存者での報告も

あり,芽胞に汚染きれた薬物,そ の溶解液や注射器か

らの感染の可能性が指摘されている (本号6ペ ージ).

2.新生児破傷風 :新生児破傷風は,不術生な出産

や生育環境から破傷風菌の芽胞で新生児が汚染される
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国3.餞饉風摯者の性別年齢分布,2004～2008年 年齢別破働風抗毒素保有状況 2008年

61::[現
魅IX

t20087饉 騒染

…

測田査遠籠‰ 年2月 闘 現在報告鱒

口5.年齢BIJ崚傷風航毒素保有状況 2003年 と2008年の比較

61:11,111
Oα五年度感蟹団 ¨ 年2月 Ю日雅 報告m

も必要 となることが多 く,初期の段階から救急・集中

治療の可能な施設に移送する (日 本医師会,感染症の

診断・治療ガイドライン2004)。

受傷時の破傷風発症予防には,Ell傷 の清浄化 と消毒

に加え,TIGと破傷風 トキソイ ドが用いられる。予防

接種による基礎免疫が完了していれば,交通事故など

予期せぬ外傷を受けた場合でも,直ちに破傷風 トキソ

イド追加接種を行えば,抗体価の上昇による発症予防

が期待できる。

成人への予防接種 :破傷風は1950年には届出患者

数 1,915人 ,死亡者数 1,558人 と致死率が高 く (81%),

死亡者の過半数は15歳未満の小児であつた (1■R2&

1-2,2002).1953年 の破傷風 トキソイド導入 (任意接

種),さ らに1968年 のジフテリア百日せき破傷暴混合

ヮクチン ①PTl定期予防接種開始筆=破傷風の患者 。

死亡者数は減少した。最近の破傷風患者の多 くを占め

る40歳以上の中高齢者は DPT定期接種が開始される

以前に出生しており,抗体陽性率が低 く,定期接種開

始後に出生した30代以下の者は抗体陽性率が高く患

者も少ないことから,ワ クチンによつてのみ得られる

破傷風に対する免疫が患者発生防止に有効である点が

再確認された。破傷風患者を減らすには,40歳以上に

免疫を付与することが必要である。DPT,DTお よび

破傷風 トキソイドワクチン接種歴のない者には,基礎

免疫として沈降破傷風トキソイドを初年度に 2回 ,翌

年 1回の追加接種を推奨する (本号 7ページ)。
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診断時の年齢 (農 )

饉 像経発生働白調査 :2009年2月 14E現在報薔敗)

増加している (前ページ図1)。 2004～2008年に報告

された患者 (546人 )は94%(513人 )が40歳以上で ,

1999～ 2003年に比べ60代～70代の割合が増加してい

た (前ページ図 2)。 男性が過半数を占めるが,80歳

以上は女性が多い (図 3)。 すべての都道府県で患者

が報告されていたo2004～ 2008年に届出時およびその

後の追加報告で死亡の情報が得 られたのは10例 で

(図 3),同期間の人口動態続計による死亡数35例 (前

ぺ‐ジ表 1)よ り少ない。なお,届 出後に死亡した場

合および病原体診断された場合には保健所への追加報

告をお願いしたいo

年齢別抗破傷風毒素抗体保有状況 :2008年度の感

染症流行予測調査速報 (検体数1,078:2009年 2月 19

日現在の暫定値)に よる破傷風の防御レベルの下限の

o.01 lU/m′ 以上の抗破傷風毒素抗体陽性率を年齢別

にみると,0歳では92%で ,1～ 4歳では99%に達し,

35～39歳までは92%以上と高く維持されていた (図 4)。

40代以上の陽性率は低く,40代後半～50代後半では平

均25%前後で,60代以降では約11%と極めて低かつた

(図 4)。 成人年齢層の抗体保有状況の調査は2003年 に

初めて行われ,今回の 5年後の2003年の調査が第 2回

日の調査である。2008年の調査結果を2003年 と比較

すると (図 5),十分な防御レベルとされる0.1 lU/m`

以上の抗体陽性率の高い年齢層が,2003年 に比べ2008

年は年齢の高いほうにそのまま減衰せずに5年拡がつ

ていることが初めて明らかとなった。5年後の次回調

査結果が注目される。

診断・治療 :診断は強直性痙攣などの破傷風特有な

症状により臨床的に行われる場合が多い。感染部位か

ら破傷風菌が分離され,分離菌から破傷風毒素が検出

されれば,患者の破傷風診断がより確実なものとなる

(本号 5ページ)。 症状によう破傷風が疑われた場合は,

菌の分離を待たずに治療を開始する.まず創傷のデプ

リドマンを徹底して行い,早期に抗破傷風人免疫グロ

プリン (TIG)を投与する。必要に応 して抗菌薬を投

与し,痙攣に対しては抗痙攣剤を使用する。呼吸管理
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く特集関連資料>年齢別破傷風患者報告数、1999～ 2003(平成11～20)年

Tetanus ca8eS by age′  1909-2003

(感染症発生動向調査:2009年2月 14日現在報告数)

(NationJ E● dembbjCd Surv●‖ance of ttectious Dhease=Data baSed on the repo由
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<特集>日本脳炎 2003～2008
図4。 日本田炎患者の性別年齢分布。2003～2008年

□男

%女
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°
診断時の年D3(戯 )

に 染症発生動向調査 :2Ю 9年 5月7日 現在颯告歌〕

患者発生状況 :1967～ 76年に特別対策 として小児

のみならず高齢者を合む成人に積極的にワクチン接種

が行われた結果,日 本脳炎患者は急速に減少し,1980

年代は年間数十人,1992年 以降は一桁となった (図 1).

2003～2008年の 6年間に日本脳炎患者は,合計33例

報告された。患者の発症日は (図 2),5月 27日 (2008

年茨城)が最も早 く,10月 30日 (2003年広島)が最も

遅 く,9月 の発生が最も多かつた。すべての患者が関

東以西で発生しており (図 3),福岡 6例 をはじめ,16

県で患者が発生 していた。特に患者の多かつた2005

～2007年には九州および中国地方で計17例の患者が

発生していた。2006～ 2007年に愛知で 2例 (う ち死

亡 1),2007年 に石川で 2例 ,2008年 に茨城で 2例の

患者が発生したことが注目される。患者の性別は男性

19例 ,女性14例で,年齢は,65～69歳が最も夕
く6例

図3.日 本脳炎都道府県別発生状況 で,40歳以上が85%(28例 )を 占め,

25～34歳 2例,20歳未満 3例であつた

(図 4)。 2006年 にワクチン未接種の 3

歳の患者が報告された (本号 7ページ)。

患者届出時および追加情報により4例

の死亡が報告されている (2004年 20

代 1例 ,2006年 60代 1例 ,2007年 40代 ,

80代各 1例 )。

ヒト抗体調査 (本号 3ベージ):2008

年に11都府県約3,200人 を対象に JEV

抗体保有状況が調査されている (次ベー

ジ図 3)。 中和抗体価10以上の抗体保

有率は 0歳後半が最低で!1～ 5歳で

(2ページにつづ く)

(1:′

日本脳炎は日本脳炎ウイルス (JEV)を 保有するコ

ガタアカイエカの刺咬・吸血によつて感染する重篤な

急性脳炎である。日本脳炎は,1999年 4月 に施行され

た感染症法に基づく感染症発生動向調査において 4類

感染症とされ,診断した医師に直ちに全数届出するこ

とが義務付けられている。また,感染症流行予測調査

において:地方衛生研究所がヒト抗体調査 (感受性調

査)お よびプタ感染調査 (感染源調査)を行い,国立

感染症研究所で集計・解析を実施している。本特集で

は,2003～2008年の日本脳炎発生状況について述べる

(2002年 までの発生状況についてはIASR 24 149-150,

2003)。

図2.日本脳炎患者月別発生数,2003～ 2008年
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は15%以下 と非常に低 く,9～ 24歳では約80%で

ぁった。30～64歳は50%以下と低 く,65歳以上で

は再び50%を超えていた。2000年 以降,4回の調

査のたびに抗体保有率の低い小児の年齢層が拡大

している。また,2000年 に比べて2004年以降,40

～60代の抗体陽性率が低下している。

2005年初げまで日本脳炎ワクチンは,定期接種

として,1期は 3歳で初口免疫 2回 ,4歳で追加

免疫 1回 ,2期は 9～ 12歳で追加免疫 1回 ,3期

は14～ 15歳で追加免疫 1回 という標準的スケジユー

ルで接種されていた。しかし,2005年 5月 30日 に

発出された r日 本脳炎に係る定期の予防接種にお

けるワクチンの使用の差し控えについて (勧告)J

(健感発0530001号 ,厚生労働省結核感染症課長通

知)お よび2005年 7月 29日 の 3期の廃上によつて,そ

れ以降,小児の日本脳炎ワクチン接種率が大きく低下

したことの影響が抗体保有率にはつきりと現れている。

ブタ感染調査 (本号 5ベージ):プタは」EVの増

幅動物である。JEVの侵淫状況の指標 として,夏季

に屠場に集められるプタ (生後 5～ 8カ 月)の 日本脳

炎Hl抗体陽性率 (=当該年の新規感染率)が調査さ

れている (図 6)。 最近では沖縄においては毎年 5月

頃,それ以外の富山以西の各県では7月 頃からブタの

新規感染が認められ,ブタの抗体陽性確認地域は月と

ともに北上する.2008年 には10月 末までに調査され

た35都道県中34で抗体陽性のプタが確認され,24県が

抗体陽性率50%以上となった。2003～ 2008年 にブタ

の抗体陽性率が高い地域で患者が発生していることが

わかる (http://idSC・ nih.go.jp/yoSOku/index.html).

ウイルス分離・検出 :2002年 に広島 (遺伝子型Ⅲ

型),2005年 に静岡 (I型 ),2007年 に愛知 (1型 ,死

亡例)で発生した患者各 1例から」EV遺伝子が検出

された。最近日本国内で検出されるJEVの遺伝子型

はI型が主となっているが (本号 7ページ),2005年 に

沖縄の石垣島のプタから検出された」EV遺伝子はⅡI

型で,1985～ 19%年に台湾で分離された株と近縁であつ

た (本号 9ページ)。 また,2008年 12月 と2009年 5月

に兵庫で捕獲されたイノジシの血清から」EVが分離

きれ (I型),JEVの増幅動物となりうる可能性が示

唆された (本号10ベージ)。 今後も:患者,プタ,イ ノ

口駐 年齢別日本脳炎中和抗体保有状況・
温 :詳懲 轟 研 瀬 勘

(2009.6)
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シシ=蚊からウイルス分離および遺伝子検出を行い
,

ウイルスの動向を監視することが重要である。

おゎりに:日本脳炎患者が減少した主な要因として,

以下の3点があげられる。①小児への日本脳炎ワクチ

ン定期接種により,JEVに対して防御免疫を獲得でき

るようになったこと,②コガタアカイエカが増殖する

水田の減少や,稲作方法の変化により,コ ガタアカイ

エカの数が減少したこと [上村,Med Entomol Z001

49(3):181-185,1998],③ 増幅動物であるプタが人の

居住地から離れて飼育されるようになつたため,感染

プタを刺咬じ感染したコガタアカイエカが人の居住地

まで飛来じ人を刺咬する機会が減少したこと=である。

近年,患者は高齢者が多い傾向にあつたが,最近10

年間は小児や壮年期の患者も発生している。また,最

近患者発生がなかつた地域での発生がみられた。患者

発生がない地域でも,抗体陽性プタが観察されている

ことから,」EV感染蚊は,沖縄から北海道まで全国各

地に生息すると推察される。したがつて,夏季に原因

不明の脳炎・脳症が発生した場合には,日本脳炎を鑑

別診断の項目に加える必要がある。

2009年 2月 23日 に新しい乾燥細胞培養日本脳炎ワ

クチシが製造販売承認された。同年 3月 19日 に開催

された厚生労働省予防接種に関する検討合は「国内に

は依然,」EVに感染するリスクがあり,ワ クチンが果

たす役割は重要Jと の提言をまとめ,こ れまで 1度も

ヮクチンの接種を受けたことがない幼児期の接種を優

先的に対象とすることを求めた。これを受

けて厚生労働省は同年 6月 2日 に新7ク チ

ンを定期の 1期予防接種に使用するワクチ

ンとして位置づける予防接種実施規則の一

部改正を行った (本号11ページ)。
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<特集>結核 2005年現在

本特集は,全国の都道府県 。政令指定

都市・特別区から保健所を通して報告さ

れる結核患者等の状況 (2005年 1月 1

日～12月 31日 )を取 りまとめた2005年

結核発生動向調査ホ年報の成績を中心に
,

最近の日本の結核患者の発生状況等につ
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ともに上昇し,80歳以上で96.0と 最高に達する。ただ
間に新たに結核 として治療を開始 し,保健所に登録さ

し,20代 (15.4)>30代 (14.9)>40代 (14.0)と ,若
れた新登録患者・ は28,319人 (外国人を含む)で ,2004

年成人では感染後の結核発病リスクが高 くなることを
年よりも1,417人 減少した。2005年 の罹患率・ は人口

示唆している。また20代の2005年の罹患率は2004年
10万対

'2.2で

,2004年 (同 23.3)に比して5%低下し

た (図 1)。 1999年 に国が「結核緊急事態宣言Jを 出し   (15.3)よ りもわずかながら上昇した。

年齢構成では,新登録患者中60歳以上の割合が年々
たが,罹患率は翌2000年以降,6年連続で低下してい

上昇しており,2005年 に初めて60%を超えた。罹患率
る。ただし,低下傾向は緩やかで,逆転上昇した1997

の年齢階級別パターンを1975年 と2005年で比較する
～1999年 をはさんで,結局1980年代以降の経やかな低

と (図 2:両年で軸目盛が異なることに注意):2005
下傾向の延長上に戻つたようにみえる。

年では,70歳以上の高齢者と60代以下の年齢での格差
患者の病状 :新登録患者の大半 (80%)が肺結核'

で,残 りは肺外結核ホである。肺結核患者の72%は排   が著しいこと,ま た20代 と30代に小さいピークが争ら

れ130年前に比べて欧米型のパターンに近づいている。
菌しており,と くに50%は喀痰塗抹陽性・ ,つ まり感

地域別罹患率 :都道府県男1でみると,大阪府 (38.4)
染源 として特に重要な患者である。肺結核患者の菌陽

の罹患率が最も高 く,東京都 (20.9),兵庫県 (27.4)
性年の割合はこの30年間ほぼ連続的に上昇しており,

が続 く。逆に低いのは長野県 (10.7),宮城県 (12.0),
結核菌検査が普及したことと並んで,結核の診断にお

山形県 (13.4)な どであり,地域格差は依然として大
ぃて X線所見よりも菌所見がますます重視されるよ

きい (次ベージ図 3)。 特に,大阪市 (58.3),神 戸市
うになったことを反映していると思われる。同時に,

(34.5),名古屋市 (34.3),東 京都区部 (33.9)な ど大
重症で発病する,重症になるまで診断がつ

ななかつた

症例が増えているということも考えられる。このよう      図2.年齢階級別罹患率.1975～ 2005年 (全結核)

な状況から,喀痰塗抹陽性肺結核罹患率は全結核中罹     。97碑)             t2005年 )

"th^                                          r'0

罹

●

，

C

350患眈 驚甦核λt亀喜呉轟療,,例は全  轟ヨZ口5年   n"L:
年轟喜百111だ寛られた。この割合は60歳以上では     最

=1 
・ 2005年       颯須[1量

9.3%と ,50代以下(4.7%)よ りも大戸し,l.___.     l LI          %%須 |∞

`
肺外結核の罹患臓器の大半 (77%)t胸膜であ

l,    ,二 1』       吻 盗 豹 須 l"リ
次いでリンパ節 (末梢,肺『1),靖椎・骨・

甲空
,腸,  1=コ

阻   劇 臼 盗 困 須 囲‖::三

]場:塁ξ二ξりま脩 f:『friF敵
とし   14L岳裂響盟豊果二

(結燎菫彙薩発生動向口奎年餞彙計総暴)

患者の年齢 :罹患率は,5歳以降ほぼ一様に年齢と

(2ページにつづく)
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図 1.新登録結核患者致および罹患率の年次讐移(全結核)
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国3 都道府県91結核雛患率,2003年 図4`結棟死亡数および死亡率の年次推移

継患事
(■0:|,'■ )

饉 鰤 。～

`F■

● :0● ヽ

(篤薇・感染震た■鍋向撻壼年堰霊ざ:舞 撃
'

都市で高いのがめだつ。ただし,その

中で大阪市は近年改善が著しく,2001

年からの 4年間で罹患半 tま 29%も 低

下した (他 :ま概ね20'6以 下の低下率),
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患者発見方法 1全体の30%が症状を訴え医療機関

を受診して発見されていた,他は健康診断13'6,定朋

ク腱 康診断本
(主 として接触者健診)3%な どであつ

た。これらは2004年 とほぼ同様である。特に健康診

断の大半を占める集団縫診 (1群所健診や住民健診)

で発見された者の割合が,結核予防法改正率で作1度が

大きく変わる前の2004年 とあまり変わらない。

l121i結核患者では,呼吸器症状出現から医療機関受診

までの期間が 2カ 月を超えた者は18%,ま た初秒から

診断確定 。結核登録までの期間が 1カ 月を超えた者は

26%で あつた,こ れらの割合は最近 5年間でわずかに
・

減少し (2001年 にはそれぞれ19%,27%),受診や診

断の遅れが改善傾向にあることを示唆 しているぅ

診断根拠となる菌検童の種類についてみると,1僣結

核患者22,655例 中塗抹検査は54%で陽性であり,その

検体は98%が略痰,残 りが気管支洗浄液 4%,職液 2

%な どであつた。培養陽性 :ま 4396で )そ の技体は略痰

87%,気管支洗浄紹 %,胃液 3%な どであつた。

結核死亡 :人 口動態綿
‐による2005年中の結核に

よる死亡者は2,295人 (前年に比べ35人減少),結核死

亡率キは人口10万対18で あり (図 4),死因順位は11

年と同様25位であつた。これは2005年 の新登録患者

の約 8%に綿当しており,新 たに発癌する忠者の391

程度が〔結局結核で死亡することを意味する。一方
=

発生動向調査における「結核死亡による登録除外」は

1,501件報告され,そ のうち1,340人が登録後 1年以内

の結核死亡であつた。新登録嶽斎の約 5%が治療購始

後 1年以内に結核で死亡していることになる。

結核登録者・ ・有病率｀:2005年末現在の結核登録

者は68,508人 であり,前年より3,571A減少している。う

ち,結核として治療中の活動性金結核患者・ は23,969

人であり,前年より2,976人減少している。人口10万

対有病率は18.8で あり,前年の21.1よ り2.3減少してい

パ●

"薔

な丼,鯰議AStttよ0 輌
'lr●

。
=/・

鷺饉,

る (図 5)。 有病率は,罹忠率の他に患者の治療期間

や十後 (死亡,治織脱落など)に左右されるが,特に

近年短期化学療法が普及 して,平均治濠期間が 1年を

割ったため,罹患率よりも有病率が低い状況がさらに

明確になっている。

治療成績 :2001年 に登録された初回治療お略痰塗抹

陽性肺結核患者で標準治療ネが行われた者のうち,そ

の後の治療経過がり]ら かな者は8,563人であつたo順

調に治療成功に至つた者は78%で あり,死亡が13%′

治療失敗・脱落が72%であつた^2年以上前に治療

を開始して,2005年 に排饉のあつた者 (事実上の慢性

排面例)は全国で430人であつた (2004年は553人 ).

国際比較 1い くつかの先進国の罹患率 (2004年 ,

wF10報告)をみると,ス ウエーデン46,米 lT14.9,オ ー

ス トラリア53,デ ンマーク6.6,ド イツ7.3,フ ランス

8.3,英国H8であつた。日本 (22.2)は これらの国の

2～ 5倍の水準であり,米国の1960年代後半の水準で

ある。なお,こ れら欧米諸国の大半では,発生懸者の

半数以上がタト国生まれの者で占められている。日本で

は新登録患者の92%について国籍がnIIら かで,そ のう

ち外国籍は3.5%に すぎない。

おわりに :上記のように日本の結核の状況は,1999

年 7月 に 鴨 核緊急事態宣雷」が出された後,緩やか

ながら改善傾向を持続 しているが,今の欧米並みの罹

患挙10以下に選するまでには今後20年以上かかるも

のと予測されている。その一方で,集団感染 (本号 3

～9ページ参照)や院内感染事故,重症患者の増力1や

患者の予後の悪化,多驚雨性結核 (本号 9ベージ参照)

などの質的に田難な問題が浮上してきている。今後 し

ばらくは医療や行政が結核問題に日頃から注意を怠ら

ないことが肝要である。

(*印の用語の解説は 3ページを参照下さい。)
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